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(57)【要約】
【課題】組織にアクセスし、組織内部で装置を拡張させ
るための装置及び方法が本明細書で開示される。
【解決手段】一実施形態では、拡張可能部材が、拡張さ
れた構成にあって生体に対して回転されるときに、生体
内の組織を破壊するように構成される。アクチュエータ
が、拡張可能部材に結合され、拡張可能部材を拡張され
た構成にバイアスするように構成される。アクチュエー
タが作動されるとき、アクチュエータが、拡張可能部材
を縮退された構成に移動させるように構成される。生体
は、例えば、椎骨または椎間板であってよい。いくつか
の実施形態では、医療デバイスが、拡張可能部材を縮退
された構成にバイアスし、作動時に、拡張可能部材を拡
張された構成に移動させるように構成されたアクチュエ
ータを含む。
【選択図】図２２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　拡張された構成にあって生体に対して回転されるときに当該生体内の組織を破壊するよ
うに構成された拡張可能部材と、
　前記拡張可能部材に結合されたアクチュエータであって、当該拡張可能部材を前記拡張
された構成にバイアスするように構成され、当該アクチュエータが作動されるとき当該拡
張可能部材を縮退された構成に移動させるように構成されるアクチュエータと
　を備える、装置。
【請求項２】
　請求項１記載の装置において、
　前記拡張可能部材は第１の拡張可能部材であり、
　前記装置は更に、前記第１の拡張可能部材の内部に配設され、組織の破壊された部分の
少なくとも一部分が前記第１の拡張可能部材の内部に停留されるのを阻止するように構成
された第２の拡張可能部材を備える、装置。
【請求項３】
　請求項２記載の装置において、
　前記第１の拡張可能部材は前記第１の拡張可能部材の遠位端部に配設された複数のアー
ム部材を含み、
　前記複数のアーム部材は、総体として内部体積を画定し、前記第１の拡張可能部材が前
記拡張された構成にある状態で当該内部体積に連通する複数の開口部を画定する、装置。
【請求項４】
　請求項２記載の装置において、更に、
　前記第１の拡張可能部材の遠位端部に配設された切断部分であって、前記第１の拡張可
能部材が身体に対して回転されるときに当該身体を破壊するように構成された切断部分を
備える、装置。
【請求項５】
　請求項２記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は当該第２の拡張可能部材が身体に対して回転されるときに当
該身体を破壊するように構成された切断部分を含む、装置。
【請求項６】
　請求項２記載の装置において、
　前記第１の拡張可能部材は、当該第１の拡張可能部材の遠位端部に配設され、当該第１
の拡張可能部材が前記拡張された構成にある状態で内部体積を画定する複数のアーム部材
を含み、
　前記第２の拡張可能部材は身体の破壊された部分の少なくとも一部分が前記複数のアー
ム部材によって画定される前記内部体積の内部に停留されるのを阻止するように構成され
る、装置。
【請求項７】
　請求項２記載の装置において、
　前記第１の拡張可能部材は複数の開口部を画定する複数のアーム部材を含み、
　前記第２の拡張可能部材は複数のリブを含み、前記第１の拡張可能部材がその拡張され
た構成にあり、且つ、前記第２の拡張可能部材がその拡張された構成にあるときに、当該
複数のリブは前記複数のアーム部材に対してオフセット関係で位置決めされるように構成
され、それにより、当該複数のアーム部材によって画定される前記複数の開口部は当該複
数のリブによって実質的に閉じられる、装置。
【請求項８】
　請求項２記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は可撓性膜を含み、
　前記第２の拡張可能部材がその拡張された構成にあるときに、前記可撓性膜は、身体の
破壊された部分の少なくとも一部分が前記第１の拡張可能部材の内部に停留されるのを阻
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止するように構成される、装置。
【請求項９】
　請求項２記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は可撓性部材を含み、
　前記装置は更に、前記可撓性部材に流体的に連通するリザーバであって、当該可撓性部
材と当該リザーバとが閉じられた流体システムを形成するリザーバを備える、装置。
【請求項１０】
　請求項２記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は可撓性部材を含み、
　前記装置は更に、
　前記可撓性部材に流体的に連通するリザーバであって、当該可撓性部材と当該リザーバ
とが閉じられた流体システムを形成するリザーバと、
　前記閉じられた流体システムの内部に貯留された流体体積と
　を備え、
　前記第２の拡張可能部材がその縮退された構成にあるときに前記可撓性部材の内部に貯
留される流体体積の一部よりも、当該可撓性部材の内部に貯留される流体体積の一部が大
きいときに、前記第２の拡張可能部材はその拡張された構成になる、装置。
【請求項１１】
　請求項２記載の装置において、更に、
　前記第１の拡張可能部材に結合されたシースを備え、
　前記第１の拡張可能部材が前記シースの内腔の内部に配設された状態で身体の内域部分
に少なくとも部分的に挿入されるように当該第１の拡張可能部材は構成され、当該身体の
当該内域部分の中に少なくとも部分的に挿入された状態で当該シースは近位方向に移動さ
れるように構成され、それにより、当該第１の拡張可能部材はその縮退された構成からそ
の拡張された構成に移動される、装置。
【請求項１２】
　請求項２記載の装置において、
　前記身体は椎骨である、装置。
【請求項１３】
　請求項１記載の装置において、
　前記拡張可能部材は、遠位端部を有し、且つ、拡張された構成と縮退された構成とを有
する細長い本体を含み、
　前記装置は更に、
　拡張された構成と縮退された構成とを有する可撓性部材であって、当該可撓性部材の少
なくとも一部分が前記細長い本体の前記遠位端部の内部に配設される、可撓性部材と、
　前記可撓性部材に流体的に連通するリザーバと
　を備え、
　前記アクチュエータは前記リザーバに結合され、
　前記アクチュエータは前記細長い本体をその縮退された構成とその拡張された構成との
間で作動させ、それと同時に、前記リザーバ及び前記可撓性部材の内部に含まれる流体の
移動を作動させるように構成されて、当該可撓性部材をその縮退された構成とその拡張さ
れた構成との間で作動させる、装置。
【請求項１４】
　請求項１３記載の装置において、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに前記可撓性部材の内部に貯留される
流体体積よりも、当該細長い本体がその拡張された構成にあるときに当該可撓性部材の内
部に貯留される流体体積は大きい、装置。
【請求項１５】
　請求項１３記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は、当該細長い本体がその拡張された構成にあるとき、前記
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可撓性部材がその拡張された構成にあるときの当該可撓性部材の遠位端部の外径に実質的
に対応する内径を有する、装置。
【請求項１６】
　請求項１３記載の装置において、
　前記細長い本体がその拡張された構成にあるときに、第１の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに、第２の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記第１の流体体積は前記第２の流体体積よりも小さい、装置。
【請求項１７】
　請求項１３記載の装置において、更に、
　前記細長い本体に結合されたシースであって、前記細長い本体がその縮退された構成に
あり、且つ、当該シースの内腔の内部に配設されるときに椎骨の内域の中に少なくとも部
分的に経皮的に挿入されるように構成されるシースを備え、
　前記アクチュエータは前記椎骨内に少なくとも部分的に挿入された状態で前記シースを
近位方向に移動させるように構成され、それにより、前記細長い本体がその縮退された構
成からその拡張された構成に移動される、装置。
【請求項１８】
　請求項１３記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は複数のアームを含み、
　前記複数のアームからの各アームは切断部分を有し、
　前記切断部分は椎骨内部の組織を破壊するように構成される、装置。
【請求項１９】
　請求項１３記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部はニチノール材料で形成される、装置。
【請求項２０】
　請求項１３記載の装置において、
　前記アクチュエータはハンドルを含む、装置。
【請求項２１】
　請求項１記載の装置において、
　前記拡張可能部材は、遠位端部を有し、且つ、拡張された構成と縮退された構成とを有
する細長い本体を含み、
　前記装置は更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部の内部に配設された遠位端部を有する可撓性部材と、
　前記可撓性部材の前記近位端部に結合されたリザーバと
　を備え、
　前記細長い本体がその拡張された構成にあるときに、第１の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに、第２の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記第１の流体体積は前記第２の流体体積よりも小さい、装置。
【請求項２２】
　請求項２１記載の装置において、
　前記可撓性部材は拡張された構成と縮退された構成とを有し、
　前記アクチュエータは前記リザーバに結合され、
　前記アクチュエータは、前記細長い本体の移動を拡張された構成と縮退された構成との
間で作動させ、それと同時に、前記可撓性部材をその拡張された構成とその縮退された構
成との間で作動させるように構成される、装置。
【請求項２３】
　請求項２１記載の装置において、更に、
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　前記細長い本体に結合されたシースを備え、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあり、且つ、当該シースの内腔の内部に配設さ
れるときに、前記シースは椎骨の内域部分の中に少なくとも部分的に経皮的に挿入される
ように構成され、
　前記シースは前記椎骨内に少なくとも部分的に挿入された状態で近位方向に移動される
ように構成され、それにより、前記細長い本体はその縮退された構成からその拡張された
構成に移動する、装置。
【請求項２４】
　請求項２１記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は複数のアームを含み、
　前記複数のアームからの各アームは切断部分を有し、
　各切断部分は椎骨内部の組織を破壊するように構成される、装置。
【請求項２５】
　請求項２１記載の装置において、
　前記可撓性部材の遠位端部は、当該可撓性部材がその拡張された構成にあるとき、前記
細長い本体がその拡張された構成にあるときの当該細長い本体の遠位端部の内径に実質的
に対応する外径を有する、装置。
【請求項２６】
　請求項２１記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部はニチノールで形成される、装置。
【請求項２７】
　請求項２１記載の装置において、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに前記可撓性部材の内部に貯留される
流体体積よりも、当該細長い本体がその拡張された構成にあるときに当該可撓性部材の遠
位端部の内部に貯留される流体体積は大きい、装置。
【請求項２８】
　請求項１記載の装置において、
　前記拡張可能部材は第１の拡張可能部材であり、細長い本体を含み、
　前記装置は更に、内腔を画定するシースを備え、
　前記細長い本体は前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設され、拡張さ
れた構成と縮退された構成とを有する遠位端部を含み、
　前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設された第２の拡張可能部材を備
え、当該第２の拡張可能部材の遠位端部は前記細長い本体の前記遠位端部の内部に配設さ
れ、
　前記拡張可能部材の近位端部に流体的に連通するリザーバを備え、
　前記シースは、前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成にあって前記リザ
ーバが第１の流体体積を有する第１の位置と、当該細長い本体の当該遠位端部が前記縮退
された構成にあって当該リザーバが第２の流体体積を有する第２の位置との間で作動され
るように構成される、装置。
【請求項２９】
　請求項２８記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は複数のアームを含み、
　前記複数のアームからの各アームは切断部分を有し、
　各切断部分は椎骨内部の組織を破壊するように構成される、装置。
【請求項３０】
　請求項２８記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記縮退された構成にあるときに、前記シースは椎骨
の内域部分の中に少なくとも部分的に経皮的に挿入されるように構成され、
　前記シースは前記椎骨内に少なくとも部分的に挿入された状態で作動されるように構成
され、それにより、前記細長い本体の前記遠位端部は前記縮退された構成から前記拡張さ
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れた構成に移動される、装置。
【請求項３１】
　請求項２８記載の装置において、
　前記細長い本体が前記縮退された構成にあるときに前記拡張可能部材の前記遠位端部の
内部に貯留される流体体積よりも、当該細長い本体の当該遠位端部が前記拡張された構成
にあるときに前記第２の拡張可能部材の前記遠位端部の内部に貯留される流体体積は大き
い、装置。
【請求項３２】
　請求項２８記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部は、当該細長い本体の当該遠位端部が前記拡張された構
成にあるとき、前記第２の拡張可能部材の前記遠位端部が拡張された構成にあるときの当
該第２の拡張可能部材の前記遠位端部の外径に実質的に対応する内径を有する、装置。
【請求項３３】
　請求項２８記載の装置において、更に、
　ハンドルを備え、
　前記リザーバは前記ハンドルに結合され、
　前記ハンドルは前記シースをその第１の位置とその第２の位置との間で作動させるよう
に構成される、装置。
【請求項３４】
　請求項１記載の装置において、
　前記拡張可能部材は遠位端部を有する第１の細長い本体を含み、当該遠位端部は複数の
切断部分と縮退された構成と拡張された構成とを有し、当該遠位端部が当該拡張された構
成にあるときに当該複数の切断部分は生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するよう
に構成され、
　前記装置は更に、前記第１の細長い本体に移動可能に結合された第２の細長い本体を備
え、
　前記アクチュエータは前記第２の細長い本体の近位端部に動作可能に結合され、当該第
２の細長い本体をバイアスするように構成され、それにより、前記第１の細長い本体の前
記遠位端部は前記拡張された構成になり、
　前記アクチュエータは前記第２の細長い本体を移動させるように構成され、それにより
、当該アクチュエータが作動されるときに前記第１の細長い本体は前記縮退された構成に
なる、装置。
【請求項３５】
　請求項３４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は前記第１の細長い本体の内腔の内部に移動可能に配設されたロ
ッドである、装置。
【請求項３６】
　請求項３４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は内腔を画定するシースであり、
　前記第１の細長い本体は前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設される
、装置。
【請求項３７】
　請求項３４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は、内腔と、当該第２の細長い本体の遠位端部に開口部とを画定
し、
　前記内腔は流体を、前記開口部を通して前記第１の細長い本体の前記遠位端部によって
画定される内部領域の中に連通するように構成される、装置。
【請求項３８】
　請求項３４記載の装置において、
　前記第１の細長い本体は内腔を画定し、
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　前記第２の細長い本体は前記第１の細長い本体の前記内腔の内部に少なくとも部分的に
配設され、
　前記第２の細長い本体は、前記第１の細長い本体の前記内腔の内径よりも実質的に小さ
い外径を有する、装置。
【請求項３９】
　請求項３４記載の装置において、
　前記第１の細長い本体の遠位端は生体内部の組織に貫入するように構成される、装置。
【請求項４０】
　請求項３４記載の装置において、
　前記複数のアームは、内部領域を画定し、前記第１の細長い本体の遠位端で終端する、
装置。
【請求項４１】
　請求項３４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は内腔を画定するシースであり、
　前記第１の細長い本体は、前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設され
、内腔を画定し、
　前記装置は更に、前記第１の細長い本体の前記内腔の内部に移動可能で配設可能な細長
い部材を備える、装置。
【請求項４２】
　請求項１記載の装置において、
　前記拡張可能部材は細長い本体を含み、
　前記装置は更に、内腔を画定するシースを備え、
　前記細長い本体は、前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設され、遠位
端部を有し、当該細長い本体の当該遠位端部は縮退された構成と拡張された構成とを有し
、
　前記細長い本体の内腔の内部に移動可能に配設されたロッドを備え、
　前記アクチュエータは前記シース及び前記ロッドに結合され、
　前記アクチュエータは、前記シースを第１の位置にバイアスし、且つ、前記ロッドを第
１の位置にバイアスするように構成され、それにより、前記細長い本体の前記遠位端部が
前記拡張された構成になる、装置。
【請求項４３】
　請求項４２記載の装置において、
　前記ロッドは内腔を画定し、
　前記ロッドの遠位端部は開口部を画定し、
　前記内腔は流体を、前記開口部を通して前記細長い本体の前記遠位端部によって画定さ
れる内部領域の中に連通するように構成される、装置。
【請求項４４】
　請求項４２記載の装置において、
　前記ロッドは前記細長い本体の前記内腔の内径よりも実質的に小さい外径を有する、装
置。
【請求項４５】
　請求項４２記載の装置において、
　前記アクチュエータは前記シース及び前記ロッドを遠位方向に第２の位置に移動させる
ように構成され、それにより、前記細長い本体の前記遠位端部は前記拡張された構成から
前記縮退された構成に移動される、装置。
【請求項４６】
　請求項４２記載の装置において、
　前記アクチュエータは前記シースを遠位方向に移動させるように構成され、それにより
、前記細長い本体の前記遠位端部の少なくとも一部分は前記シースの前記内腔の内部に配
設される、装置。
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【請求項４７】
　請求項４２記載の装置において、
　前記アクチュエータは前記ロッドを遠位方向に移動させるように構成され、それにより
、前記細長い本体の前記遠位端部は前記拡張された構成から前記縮退された構成に移動さ
れる、装置。
【請求項４８】
　請求項４２記載の装置において、
　前記細長い本体は組織に貫入するように構成された先細りの遠位端を有する、装置。
【請求項４９】
　請求項４２記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部が生体内部に配設された状態で当該細長い本体の当該遠
位端部が回転されるときに、当該生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するように構
成された複数のアームを有する、装置。
【請求項５０】
　請求項４２記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部は生体内に挿入されるように構成され、
　前記細長い本体の前記遠位端部は内部領域を画定し、
　前記ロッドは内腔を画定し、
　前記ロッドの遠位端部は開口部を画定し、
　前記内腔は、前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される前記内部領域の内部か
ら、前記生体の外部の位置に組織片を連通するように構成される、装置。
【請求項５１】
　請求項１記載の装置において、
　前記拡張可能部材は細長い本体を含み、
　前記細長い本体は縮退された構成と拡張された構成とを有する遠位端部を含み、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成にあるときに当該細長い本体の前
記遠位端部は内部領域に連通する複数の開口部を画定し、
　前記装置は更に、前記細長い本体の内腔の内部に移動可能で配設可能な細長い部材であ
って、前記遠位端部が前記拡張された構成にあるときに組織片を前記内部領域から前記複
数の開口部を通して排除するように構成された細長い部材を備える、装置。
【請求項５２】
　請求項５１記載の装置において、更に、シースを備え、
　前記細長い本体は前記シースの内腔の内部に少なくとも部分的に配設される、装置。
【請求項５３】
　請求項５１記載の装置において、
　前記細長い部材の近位端は注射器を前記細長い部材に結合するように構成された取付具
を含む、装置。
【請求項５４】
　請求項５１記載の装置において、
　前記細長い部材の近位端は吸引デバイスを前記細長い部材に結合するように構成された
取付具を含む、装置。
【請求項５５】
　請求項５１記載の装置において、
　前記細長い部材は、内腔と、当該細長い部材の遠位端部に複数の開口部とを画定し、
　前記細長い部材の前記内腔は流体を前記細長い本体の前記遠位端部の前記内部領域に連
通して、組織片を当該内部領域の外に移動させるように構成される、装置。
【請求項５６】
　請求項５１記載の装置において、更に、
　シースであって、前記細長い本体が当該シースの内腔の内部に少なくとも部分的に配設
される、シースを備え、
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　前記アクチュエータは前記シースに動作可能に結合され、
　前記アクチュエータは前記シースを前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構
成にある第１の位置にバイアスするように構成され、
　前記アクチュエータは前記シースを前記細長い本体の前記遠位端部が前記縮退された構
成にある第２の位置に移動させるように構成される、装置。
【請求項５７】
　請求項５１記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端は開口部を画定し、
　前記細長い部材は内腔を画定し、
　前記細長い部材の遠位端は前記細長い本体の前記遠位端にある前記開口部に連通する開
口部を画定し、
　前記細長い部材は流体を当該細長い部材の前記内腔から前記細長い本体の外側の位置に
連通するように構成される、装置。
【請求項５８】
　請求項５１記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部は生体内部の組織を破壊するように構成された複数のア
ームを含む、装置。
【請求項５９】
　医療デバイスを生体内に少なくとも部分的に挿入する工程であって、当該医療デバイス
が、細長い本体と、アクチュエータとを有し、当該アクチュエータが、前記細長い本体の
遠位端部を拡張された構成にバイアスするように構成され、前記細長い本体の前記遠位端
部が、挿入中に、縮退された構成である工程と、
　前記挿入する工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部を拡張された構成に移動させる
工程であって、前記細長い本体の前記遠位端部が、複数の切断部分を有する工程と、
　前記細長い本体の前記遠位端部の前記切断部分が前記生体内部の組織の少なくとも一部
分を破壊するように、前記細長い本体を回転させる工程と
　を含む、方法。
【請求項６０】
　請求項５９記載の方法であって、
　前記細長い本体が、第１の細長い本体であり、前記生体が、椎骨であり、組織の前記部
分が、海綿骨を含み、前記方法が、更に、
　前記移動させる工程と同時に、前記第１の細長い本体の内腔の内部に配設された第２の
細長い本体を縮退された構成から拡張された構成に移動させる工程を含み、
　前記第２の細長い本体が、前記回転させる工程中に、破壊された海綿骨の少なくとも一
部分が前記第１の細長い本体の内部に停留されるのを妨げるように構成される、方法。
【請求項６１】
　請求項６０記載の方法であって、
　前記第２の細長い本体を移動させる前記工程が、ある流体体積をリザーバから前記第２
の細長い本体の内域部分に移動させる工程を含む、方法。
【請求項６２】
　請求項６０記載の方法であって、
　前記第１の細長い本体が、複数のアーム部材を含み、前記第２の細長い本体が、前記回
転させる工程中に、破壊された海綿骨が前記複数のアーム部材によって画定される内域部
分の中に入るのを妨げるように構成される、方法。
【請求項６３】
　請求項５９記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、シースを含み、前記細長い本体が、前記シースの内腔の内部に少
なくとも部分的に配設され、更に、
　前記移動させる工程が、前記細長い本体の遠位端部が前記シースの前記内腔の外側、か
つ前記生体内部に配設されるように、前記シースを近位方向に移動させる工程を含む、方
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法。
【請求項６４】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成に移動されるように、前記細長い
本体の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程を含む、方法。
【請求項６５】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記シースを移動させる工程と同時に、前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張され
た構成に移動されるように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向
に移動させる工程を含む、方法。
【請求項６６】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成に移動され、前記細長い本体の前
記遠位端部が前記生体内部の組織の少なくとも一部分を偏位するように、前記細長い本体
の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程を含む、方法。
【請求項６７】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部が縮退された構成に移動され
るように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを遠位方向に移動させる工程
を含む、方法。
【請求項６８】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部が縮退された構成に移動され
るように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを遠位方向に移動させる工程
と、
　前記細長い本体の前記遠位端部の少なくとも一部分が前記シースの前記内腔の内部に配
設されるまで、前記シースを遠位方向に移動させる工程と
　を含む、方法。
【請求項６９】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成に移動されるように、前記細長い
本体の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程であって、前記ロッド
が内腔を画定し、前記ロッドの遠位端部が開口部を画定する工程と、
　前記ロッドの前記内腔を通して、前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される内
部領域の中に流体を注入する工程と
　を含む、方法。
【請求項７０】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が拡張された構成に移動されるように、前記細長い本体
の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程であって、前記ロッドが内
腔を画定し、前記ロッドの遠位端部が開口部を画定する工程と、
　前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される内部領域から、前記ロッドの前記内
腔を通して、前記生体の外側の位置に組織片を吸引する工程と
　を含む、方法。
【請求項７１】
　請求項６３記載の方法であって、更に、
　前記挿入する工程中に、前記細長い本体の遠位端によって前記生体内部の組織の少なく
とも一部分に貫入する工程を含む、方法。
【請求項７２】
　請求項６３記載の方法であって、
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　前記生体が椎骨である、方法。
【請求項７３】
　請求項６３記載の方法であって、
　前記生体が椎間板である、方法。
【請求項７４】
　請求項５９記載の方法であって、
　前記細長い本体の前記遠位端部が、内部領域に連通する複数の開口部を画定し、
　前記回転させる工程の後、前記医療デバイスの内腔の内部で、前記細長い本体の前記遠
位端部の前記内部領域の中に、細長い部材の遠位端部を遠位方向に移動させる工程であっ
て、前記細長い部材が、前記内部領域から組織片を排除するように構成される工程
　を含む、方法。
【請求項７５】
　請求項７４記載の方法であって、
　前記回転させる工程が、前記細長い本体が前記拡張された構成にあるときに行われる、
方法。
【請求項７６】
　請求項７４記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い部材を通して、前記細長い本体の前記内部領域の
中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項７７】
　請求項７４記載の方法であって、更に、
　前記移動させる工程と同時に、前記細長い部材を通して、前記細長い本体の前記内部領
域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項７８】
　請求項７４記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、先細りの遠位端を含み、前記方法が、更に、
　前記回転させる工程の前に、前記医療デバイスの前記先細りの遠位端によって前記生体
内部の組織に貫入する工程を含む、方法。
【請求項７９】
　請求項７４記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記内部領域から組織片を吸引する
工程を含む、方法。
【請求項８０】
　請求項７４記載の方法であって、
　前記生体が椎骨である、方法。
【請求項８１】
　請求項７４記載の方法であって、
　前記生体が椎間板である、方法。
【請求項８２】
　請求項５９記載の方法であって、
　前記細長い本体の前記遠位端部が、複数のアームを含み、前記複数の切断部分が、当該
複数のアームに配設され、
　前記方法が、更に、前記内部領域の内部に停留された組織片が前記複数のアームによっ
て画定される開口部を通して移動されるように、前記医療デバイスの内腔の内部で、前記
複数のアームによって画定される内部領域の中に、細長い部材を遠位方向に移動させる工
程を含む、方法。
【請求項８３】
　請求項８２記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記医療
デバイスの前記内部領域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
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【請求項８４】
　請求項８２記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材を移動させる前記工程と同時に、前記細長い部材を通して、前記医療デ
バイスの前記内部領域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項８５】
　請求項８２記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、先細りの遠位端を含み、前記方法が、更に
　前記移動させる工程の前に、前記医療デバイスの前記先細りの遠位端によって前記生体
内部の組織に貫入する工程を含む、方法。
【請求項８６】
　請求項８２記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記内部領域から組織片を吸引する
工程を含む、方法。
【請求項８７】
　請求項８２記載の方法であって、更に、
　前記挿入する工程の前に、前記医療デバイスを前記縮退された構成に移動させるために
前記アクチュエータを作動させる工程を含む、方法。
【請求項８８】
　請求項８２記載の方法であって、
　前記生体が椎骨である、方法。
【請求項８９】
　請求項８２記載の方法であって、
　前記生体が椎間板である、方法。
【請求項９０】
　医療デバイスを生体内に少なくとも部分的に挿入する工程であって、前記医療デバイス
が、細長い本体と、アクチュエータとを有し、当該アクチュエータが、前記細長い本体の
遠位端部を縮退された構成にバイアスするように構成され、前記細長い本体の前記遠位端
部が、挿入中に、前記縮退された構成である工程と、
　前記挿入する工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部を拡張された構成に移動させる
工程であって、前記細長い本体の前記遠位端部が、複数の切断部分を有する工程と、
　前記細長い本体の前記遠位端部の前記切断部分が前記生体内部の組織の少なくとも一部
分を破壊するように、前記細長い本体を回転させる工程と
　を含む、方法。
【請求項９１】
　請求項９０記載の方法であって、
　前記細長い本体が、第１の細長い本体であり、前記生体が、椎骨であり、組織の前記部
分が、海綿骨を含み、
　前記方法が、更に、
　前記移動させる工程と同時に、前記第１の細長い本体の内腔の内部に配設された第２の
細長い本体を縮退された構成から拡張された構成に移動させる工程を含み、
　前記第２の細長い本体が、前記回転させる工程中に、破壊された海綿骨の少なくとも一
部分が前記第１の細長い本体の内部に停留されるのを妨げるように構成される、方法。
【請求項９２】
　請求項９１記載の方法であって、
　前記第２の細長い本体を移動させる前記工程が、ある流体体積をリザーバから前記第２
の細長い本体の内域部分に移動させる工程を含む、方法。
【請求項９３】
　請求項９１記載の方法であって、
　前記第１の細長い本体が、複数のアーム部材を含み、
　前記第２の細長い本体が、前記回転させる工程中に、破壊された海綿骨が前記複数のア



(13) JP 2009-542422 A 2009.12.3

10

20

30

40

50

ーム部材によって画定される内域部分の中に入るのを妨げるように構成される、方法。
【請求項９４】
　請求項９０記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、シースを含み、前記細長い本体が、前記シースの内腔の内部に少
なくとも部分的に配設され、更に、
　前記移動させる工程が、前記細長い本体の遠位端部が前記シースの前記内腔の外側、か
つ前記生体内部に配設されるように、前記シースを近位方向に移動させる工程を含む、方
法。
【請求項９５】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成に移動されるように、前記細長い
本体の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程を含む、方法。
【請求項９６】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記シースを移動させる工程と同時に、前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張され
た構成に移動されるように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されるロッドを近位方向
に移動させる工程を含む、方法。
【請求項９７】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成に移動され、前記細長い本体の前
記遠位端部が前記生体内部の組織の少なくとも一部分を偏位するように、前記細長い本体
の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程を含む、方法。
【請求項９８】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部が縮退された構成に移動され
るように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを遠位方向に移動させる工程
を含む、方法。
【請求項９９】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部が縮退された構成に移動され
るように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを遠位方向に移動させる工程
と、
　前記細長い本体の前記遠位端部の少なくとも一部分が前記シースの前記内腔の内部に配
設されるまで、前記シースを遠位方向に移動させる工程と
　を含む、方法。
【請求項１００】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成に移動されるように、前記細長い
本体の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程であって、前記ロッド
が内腔を画定し、前記ロッドの遠位端部が開口部を画定する工程と、
　前記ロッドの前記内腔を通して、前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される内
部領域の中に流体を注入する工程と
　を含む、方法。
【請求項１０１】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が拡張された構成に移動されるように、前記細長い本体
の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程であって、前記ロッドが内
腔を画定し、前記ロッドの遠位端部が開口部を画定する工程と、
　前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される内部領域から、前記ロッドの前記内
腔を通して、前記生体の外側の位置に組織片を吸引する工程と
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　を含む、方法。
【請求項１０２】
　請求項９４記載の方法であって、更に、
　前記挿入する工程中に、前記細長い本体の遠位端によって前記生体内部の組織の少なく
とも一部分に貫入する工程を含む、方法。
【請求項１０３】
　請求項９４記載の方法であって、
　前記生体が椎骨である、方法。
【請求項１０４】
　請求項９４記載の方法であって、
　前記生体が椎間板である、方法。
【請求項１０５】
　請求項９０記載の方法であって、
　前記細長い本体の前記遠位端部が、内部領域に連通する複数の開口部を画定し、
　前記回転させる工程の後、前記医療デバイスの内腔の内部で、前記細長い本体の前記遠
位端部の前記内部領域の中に、細長い部材の遠位端部を遠位方向に移動させる工程であっ
て、前記細長い部材が、前記内部領域から組織片を排除するように構成される工程を含む
、方法。
【請求項１０６】
　請求項１０５記載の方法であって、
　前記回転させる工程が、前記細長い本体が前記拡張された構成にあるときに行われる、
方法。
【請求項１０７】
　請求項１０５記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い部材を通して、前記細長い本体の前記内部領域の
中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項１０８】
　請求項１０５記載の方法であって、更に、
　前記移動させる工程と同時に、前記細長い部材を通して、前記細長い本体の前記内部領
域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項１０９】
　請求項１０５記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、先細りの遠位端を含み、
　前記方法が、更に、
　前記回転させる工程の前に、前記医療デバイスの前記先細りの遠位端によって前記生体
内部の組織に貫入する工程を含む、方法。
【請求項１１０】
　請求項１０５記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記内部領域から組織片を吸引する
工程を含む、方法。
【請求項１１１】
　請求項１０５記載の方法であって、
　前記生体が椎骨である、方法。
【請求項１１２】
　請求項１０５記載の方法であって、
　前記生体が椎間板である、方法。
【請求項１１３】
　請求項９０記載の方法であって、
　前記細長い本体の前記遠位端部が、複数のアームを含み、前記複数の切断部分が、当該
複数のアームに配設され、
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　前記方法が、更に、
　前記内部領域の内部に停留された組織片が前記複数のアームによって画定される開口部
を通して移動されるように、前記医療デバイスの内腔の内部で、前記複数のアームによっ
て画定される内部領域の中に、細長い部材を遠位方向に移動させる工程を含む、方法。
【請求項１１４】
　請求項１１３記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記医療
デバイスの前記内部領域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項１１５】
　請求項１１３記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材を移動させる前記工程と同時に、前記細長い部材を通して、前記医療デ
バイスの前記内部領域の中に流体を導入する工程
を含む、方法。
【請求項１１６】
　請求項１１３記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、先細りの遠位端を含み、
　前記方法が、更に、
　前記移動させる工程の前に、前記医療デバイスの前記先細りの遠位端によって前記生体
内部の組織に貫入する工程を含む、方法。
【請求項１１７】
　請求項１１３記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記内部領域から組織片を吸引する
工程を含む、方法。
【請求項１１８】
　請求項１１３記載の方法であって、更に、
　前記挿入する工程の前に、前記医療デバイスを前記縮退された構成に移動させるために
前記アクチュエータを作動させる工程を含む、方法。
【請求項１１９】
　請求項１１３記載の方法であって、
　前記生体が椎骨である、方法。
【請求項１２０】
　請求項１１３記載の方法であって、
　前記生体が椎間板である、方法。
【請求項１２１】
　拡張された構成にあって身体に対して回転されるときに、当該身体を破壊するように構
成された第１の拡張可能部材と、
　前記第１の拡張可能部材の内部に配設され、前記身体の破壊された部分の少なくとも一
部分が当該第１の拡張可能部材の内部に停留されるのを阻止するように構成された第２の
拡張可能部材と
　を備える、装置。
【請求項１２２】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記第１の拡張可能部材は当該第１の拡張可能部材の遠位端部に配設された複数のアー
ム部材を含み、
　前期複数のアーム部材は、総体として内部体積を画定し、前記第１の拡張可能部材が前
記拡張された構成にある状態で当該内部体積に連通する複数の開口部を画定する、装置。
【請求項１２３】
　請求項１２１記載の装置において、更に、
　前記第１の拡張可能部材の遠位端部に配設された切断部分であって、前記第１の拡張可
能部材が身体に対して回転されるときに当該身体を破壊するように構成された切断部分を



(16) JP 2009-542422 A 2009.12.3

10

20

30

40

50

備える、装置。
【請求項１２４】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は当該第２の拡張可能部材が身体に対して回転されるときに当
該身体を破壊するように構成された切断部分を含む、装置。
【請求項１２５】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記第１の拡張可能部材は、当該第１の拡張可能部材の遠位端部に配設され、当該第１
の拡張可能部材が前記拡張された構成にある状態で内部体積を画定する複数のアーム部材
を含み、
　前記第２の拡張可能部材は身体の破壊された部分の少なくとも一部分が前記複数のアー
ム部材によって画定される前記内部体積の内部に停留されるのを阻止するように構成され
る、装置。
【請求項１２６】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記第１の拡張可能部材は複数の開口部を画定する複数のアーム部材を含み、
　前記第２の拡張可能部材は複数のリブを含み、前記第１の拡張可能部材がその拡張され
た構成にあり、且つ、前記第２の拡張可能部材がその拡張された構成にあるときに、当該
複数のリブは前記複数のアーム部材に対してオフセット関係で位置決めされるように構成
され、それにより、当該複数のアーム部材によって画定される前記複数の開口部は当該複
数のリブによって実質的に閉じられる、装置。
【請求項１２７】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は可撓性膜を含み、
　前記第２の拡張可能部材がその拡張された構成にあるときに、前記可撓性膜は、身体の
破壊された部分の少なくとも一部分が前記第１の拡張可能部材の内部に停留されるのを阻
止するように構成される、装置。
【請求項１２８】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は可撓性部材を含み、
　前記装置は更に、前記可撓性部材に流体的に連通するリザーバであって、当該可撓性部
材と当該リザーバとが閉じられた流体システムを形成するリザーバを備える、装置。
【請求項１２９】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記第２の拡張可能部材は可撓性部材を含み、
　前記装置は更に、
　前記可撓性部材に流体的に連通するリザーバであって、当該可撓性部材と当該リザーバ
とが閉じられた流体システムを形成するリザーバと、
　前記閉じられた流体システムの内部に貯留された流体体積と
　を備え、
　前記第２の拡張可能部材がその縮退された構成にあるときに前記可撓性部材の内部に貯
留される流体体積の一部よりも、当該可撓性部材の内部に貯留される流体体積の一部が大
きいときに、前記第２の拡張可能部材はその拡張された構成になる、装置。
【請求項１３０】
　請求項１２１記載の装置において、更に、
　前記第１の拡張可能部材に結合されたシースを備え、
　前記第１の拡張可能部材が前記シースの内腔の内部に配設された状態で身体の内域部分
に少なくとも部分的に挿入されるように当該第１の拡張可能部材は構成され、当該身体の
当該内域部分の中に少なくとも部分的に挿入された状態で当該シースは近位方向に移動さ
れるように構成され、それにより、当該第１の拡張可能部材はその縮退された構成からそ
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の拡張された構成に移動される、装置。
【請求項１３１】
　請求項１２１記載の装置において、
　前記身体は椎骨である、装置。
【請求項１３２】
　遠位端部を含み、且つ、拡張された構成と縮退された構成とを有する細長い本体と、
　拡張された構成と縮退された構成とを有する可撓性部材であって、当該可撓性部材の少
なくとも一部分が前記細長い本体の前記遠位端部の内部に配設される、可撓性部材と、
　前記可撓性部材に流体的に連通するリザーバと、
　前記リザーバに結合されたアクチュエータと
　を備え、
　前記アクチュエータは前記細長い本体をその縮退された構成とその拡張された構成との
間で作動させ、それと同時に、前記リザーバ及び前記可撓性部材の内部に含まれる流体の
移動を作動させるように構成されて、当該可撓性部材をその縮退された構成とその拡張さ
れた構成との間で作動させる、装置。
【請求項１３３】
　請求項１３２記載の装置において、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに前記可撓性部材の内部に貯留される
流体体積よりも、当該細長い本体がその拡張された構成にあるときに当該可撓性部材の内
部に貯留される流体体積は大きい、装置。
【請求項１３４】
　請求項１３２記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は、当該細長い本体がその拡張された構成にあるとき、前記
可撓性部材がその拡張された構成にあるときの当該可撓性部材の遠位端部の外径に実質的
に対応する内径を有する、装置。
【請求項１３５】
　請求項１３２記載の装置において、
　前記細長い本体がその拡張された構成にあるときに、第１の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに、第２の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記第１の流体体積は前記第２の流体体積よりも小さい、装置。
【請求項１３６】
　請求項１３２記載の装置において、更に、
　前記細長い本体に結合されたシースであって、前記細長い本体がその縮退された構成に
あり、且つ、当該シースの内腔の内部に配設されるときに椎骨の内域の中に少なくとも部
分的に経皮的に挿入されるように構成されるシースを備え、
　前記アクチュエータは前記椎骨内に少なくとも部分的に挿入された状態で前記シースを
近位方向に移動させるように構成され、それにより、前記細長い本体がその縮退された構
成からその拡張された構成に移動される、装置。
【請求項１３７】
　請求項１３２記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は複数のアームを含み、
　前記複数のアームからの各アームは切断部分を有し、
　前記切断部分は椎骨内部の組織を破壊するように構成される、装置。
【請求項１３８】
　請求項１３２記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部はニチノール材料で形成される、装置。
【請求項１３９】
　請求項１３２記載の装置において、
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　前記アクチュエータはハンドルを含む、装置。
【請求項１４０】
　遠位端部を含み、且つ、拡張された構成と縮退された構成とを有する細長い本体と、
　前記細長い本体の前記遠位端部の内部に配設された遠位端部を有する可撓性部材と、
　前記可撓性部材の前記近位端部に結合されたリザーバと
　を備え、
　前記細長い本体がその拡張された構成にあるときに、第１の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに、第２の流体体積は前記リザーバの
内部に貯留され、
　前記第１の流体体積は前記第２の流体体積よりも小さい、装置。
【請求項１４１】
　請求項１４０記載の装置において、
　前記可撓性部材は拡張された構成と縮退された構成とを有し、
　前記装置は更に、前記リザーバに結合されたアクチュエータを備え、
　前記アクチュエータは、前記細長い本体の移動を拡張された構成と縮退された構成との
間で作動させ、それと同時に、前記可撓性部材をその拡張された構成とその縮退された構
成との間で作動させるように構成される、装置。
【請求項１４２】
　請求項１４０記載の装置において、更に、
　前記細長い本体に結合されたシースを備え、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあり、且つ、当該シースの内腔の内部に配設さ
れるときに、前記シースは椎骨の内域部分の中に少なくとも部分的に経皮的に挿入される
ように構成され、
　前記シースは前記椎骨内に少なくとも部分的に挿入された状態で近位方向に移動される
ように構成され、それにより、前記細長い本体はその縮退された構成からその拡張された
構成に移動する、装置。
【請求項１４３】
　請求項１４０記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は複数のアームを含み、
　前記複数のアームからの各アームは切断部分を有し、
　各切断部分は椎骨内部の組織を破壊するように構成される、装置。
【請求項１４４】
　請求項１４０記載の装置において、
　前記可撓性部材の遠位端部は、当該可撓性部材がその拡張された構成にあるとき、前記
細長い本体がその拡張された構成にあるときの当該細長い本体の遠位端部の内径に実質的
に対応する外径を有する、装置。
【請求項１４５】
　請求項１４０記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部はニチノールで形成される、装置。
【請求項１４６】
　請求項１４０記載の装置において、
　前記細長い本体がその縮退された構成にあるときに前記可撓性部材の内部に貯留される
流体体積よりも、当該細長い本体がその拡張された構成にあるときに当該可撓性部材の遠
位端部の内部に貯留される流体体積は大きい、装置。
【請求項１４７】
　内腔を画定するシースと、
　前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設され、拡張された構成と縮退さ
れた構成とを有する遠位端部を含む細長い本体と、
　前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設された拡張可能部材であって、
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当該拡張可能部材の遠位端部が前記細長い本体の前記遠位端部の内部に配設される拡張可
能部材と、
　前記拡張可能部材の近位端部に流体的に連通するリザーバと
　を備え、
　前記シースは、前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成にあって前記リザ
ーバが第１の流体体積を有する第１の位置と、当該細長い本体の当該遠位端部が前記縮退
された構成にあって当該リザーバが第２の流体体積を有する第２の位置との間で作動され
るように構成される、装置。
【請求項１４８】
　請求項１４７記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端部は複数のアームを含み、
　前記複数のアームからの各アームは切断部分を有し、
　各切断部分は椎骨内部の組織を破壊するように構成される、装置。
【請求項１４９】
　請求項１４７記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部が前記縮退された構成にあるときに、前記シースは椎骨
の内域部分の中に少なくとも部分的に経皮的に挿入されるように構成され、
　前記シースは前記椎骨内に少なくとも部分的に挿入された状態で作動されるように構成
され、それにより、前記細長い本体の前記遠位端部は前記縮退された構成から前記拡張さ
れた構成に移動される、装置。
【請求項１５０】
　請求項１４７記載の装置において、
　前記細長い本体が前記縮退された構成にあるときに前記拡張可能部材の前記遠位端部の
内部に貯留される流体体積よりも、当該細長い本体の当該遠位端部が前記拡張された構成
にあるときに前記拡張可能部材の前記遠位端部の内部に貯留される流体体積は大きい、装
置。
【請求項１５１】
　請求項１４７記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部は、当該細長い本体の当該遠位端部が前記拡張された構
成にあるとき、前記拡張可能部材の前記遠位端部が拡張された構成にあるときの当該拡張
可能部材の前記遠位端部の外径に実質的に対応する内径を有する、装置。
【請求項１５２】
　請求項１４７記載の装置において、更に、
　ハンドルを備え、
　前記リザーバは前記ハンドルに結合され、
　前記ハンドルは前記シースをその第１の位置とその第２の位置との間で作動させるよう
に構成される、装置。
【請求項１５３】
　前記第１の細長い本体が縮退された構成にある状態で、第１の細長い本体の遠位端部を
、椎骨の内域部分の中に少なくとも部分的に配設する工程であって、前記第１の細長い本
体の前記遠位端部が、切断部分を有する工程と、
　前記第１の細長い本体を拡張された構成に拡張させる工程と、
　前記拡張させる工程と同時に、前記第１の細長い本体の内腔の内部に配設された第２の
細長い本体を縮退された構成から拡張された構成に移動させる工程と、
　前記切断部分が前記椎骨の前記内域部分の内部で海綿骨を破壊するように、前記第１の
細長い本体が前記拡張された構成にある状態で、前記第１の細長い本体を回転させる工程
であって、前記第２の細長い本体が、回転中に、破壊された海綿骨の少なくとも一部分が
前記第１の細長い本体の内部に停留されるのを妨げるように構成される工程と
　を含む、方法。
【請求項１５４】
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　請求項１５３記載の方法であって、
　前記拡張させる工程が、ある流体体積をリザーバから前記第２の細長い本体の内域部分
に移動させる工程を含む、方法。
【請求項１５５】
　請求項１５３記載の方法であって、
　前記第１の細長い本体が、複数のアーム部材を含み、
　前記第２の細長い本体が、前記回転させる工程中に、破壊された海綿骨が前記複数のア
ーム部材によって画定される内域部分の中に入るのを妨げるように構成される、方法。
【請求項１５６】
　遠位端部を有する第１の細長い本体であって、当該遠位端部は複数の切断部分と縮退さ
れた構成と拡張された構成とを有し、当該遠位端部が前記拡張された構成にあるときに当
該複数の切断部分は生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するように構成された、第
１の細長い本体と、
　前記第１の細長い本体に移動可能に結合された第２の細長い本体と、
　前記第２の細長い本体の近位端部に動作可能に結合され、当該第２の細長い本体をバイ
アスするように構成され、それにより、前記第１の細長い本体の前記遠位端部は前記拡張
された構成になるアクチュエータであって、当該第２の細長い本体を移動させるように構
成され、それにより、当該アクチュエータが作動されるときに前記第１の細長い本体が前
記縮退された構成になる、アクチュエータと
　を備える、装置。
【請求項１５７】
　請求項１５６記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は前記第１の細長い本体の内腔の内部に移動可能に配設されたロ
ッドである、装置。
【請求項１５８】
　請求項１５６記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は内腔を画定するシースであり、
　前記第１の細長い本体は前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設される
、装置。
【請求項１５９】
　請求項１５６記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は、内腔と、当該第２の細長い本体の遠位端部に開口部とを画定
し、
　前記内腔は流体を、前記開口部を通して前記第１の細長い本体の前記遠位端部によって
画定される内部領域の中に連通するように構成される、装置。
【請求項１６０】
　請求項１５６記載の装置において、
　前記第１の細長い本体は内腔を画定し、
　前記第２の細長い本体は前記第１の細長い本体の前記内腔の内部に少なくとも部分的に
配設され、
　前記第２の細長い本体は、前記第１の細長い本体の前記内腔の内径よりも実質的に小さ
い外径を有する、装置。
【請求項１６１】
　請求項１５６記載の装置において、
　前記第１の細長い本体の遠位端は生体内部の組織に貫入するように構成される、装置。
【請求項１６２】
　請求項１５６記載の装置において、
　前記複数のアームは、内部領域を画定し、前記第１の細長い本体の遠位端で終端する、
装置。
【請求項１６３】
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　請求項１５６記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は内腔を画定するシースであり、
　前記第１の細長い本体は、前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設され
、内腔を画定し、
　前記装置は更に、前記細長い本体の前記内腔の内部に移動可能で配設可能な細長い部材
を備える、装置。
【請求項１６４】
　遠位端部を有する第１の細長い本体であって、当該遠位端部は複数の切断部分と縮退さ
れた構成と拡張された構成とを有し、当該遠位端部が前記拡張された構成にあるときに当
該複数の切断部分は生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するように構成された、第
１の細長い本体と、
　前記第１の細長い本体に移動可能に結合された第２の細長い本体と、
　前記第２の細長い本体の近位端部に結合され、当該第２の細長い本体をバイアスするよ
うに構成され、それにより、前記第１の細長い本体の前記遠位端部は前記縮退された構成
になるアクチュエータであって、当該第２の細長い本体を移動させるように構成され、そ
れにより、当該アクチュエータが作動されるときに前記第１の細長い本体の前記遠位端部
が前記拡張された構成になる、アクチュエータと
　を備える、装置。
【請求項１６５】
　請求項１６４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は前記第１の細長い本体の内腔の内部に移動可能に配設されたロ
ッドである、装置。
【請求項１６６】
　請求項１６４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は内腔を画定するシースであり、
　前記第１の細長い本体は前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設される
、装置。
【請求項１６７】
　請求項１６４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体は内腔を画定し、
　前記第２の細長い本体の遠位端部は開口部を画定し、
　前記内腔は流体を、前記開口部を通して前記第１の細長い本体の前記遠位端部によって
画定される内部領域の中に連通するように構成される、装置。
【請求項１６８】
　請求項１６４記載の装置において、
　前記第１の細長い本体は内腔を画定し、
　前記第２の細長い本体は前記第１の細長い本体の前記内腔の内部に少なくとも部分的に
配設され、
　前記第２の細長い本体は、前記第１の細長い本体の前記内腔の内径よりも実質的に小さ
い外径を有する、装置。
【請求項１６９】
　請求項１６４記載の装置において、
　前記第１の細長い本体の遠位端は生体内部の組織に貫入するように構成される、装置。
【請求項１７０】
　請求項１６４記載の装置において、
　前記複数のアームは、内部領域を画定し、前記第１の細長い本体の遠位端で終端する、
装置。
【請求項１７１】
　請求項１６４記載の装置において、
　前記第２の細長い本体の遠位端部は開口部を画定し、
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　前記第２の細長い本体は、前記第１の細長い本体の前記遠位端部によって画定される内
部領域から前記開口部を通して生体の外側の位置に組織片を連通するように構成される、
装置。
【請求項１７２】
　内腔を画定するシースと、
　前記シースの前記内腔の内部に少なくとも部分的に配設され遠位端部を有する細長い本
体であって、当該細長い本体の当該遠位端部は縮退された構成と拡張された構成とを有す
る細長い本体と、
　前記細長い本体の内腔の内部に移動可能に配設されるロッドと、
　前記シース及び前記ロッドに結合されたアクチュエータであって、当該シースを第１の
位置にバイアスし、且つ、当該ロッドを第１の位置にバイアスするように構成され、それ
により、前記細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成になる、アクチュエータと
　を備える、装置。
【請求項１７３】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記ロッドは内腔を画定し、
　前記ロッドの遠位端部は開口部を画定し、
　前記内腔は流体を、前記開口部を通して前記細長い本体の前記遠位端部によって画定さ
れる内部領域の中に連通するように構成される、装置。
【請求項１７４】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記ロッドは前記細長い本体の前記内腔の内径よりも実質的に小さい外径を有する、装
置。
【請求項１７５】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記アクチュエータは前記シース及び前記ロッドを遠位方向に第２の位置に移動させる
ように構成され、それにより、前記細長い本体の前記遠位端部は前記拡張された構成から
前記縮退された構成に移動される、装置。
【請求項１７６】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記アクチュエータは前記シースを遠位方向に移動させるように構成され、それにより
、前記細長い本体の前記遠位端部の少なくとも一部分は前記シースの前記内腔の内部に配
設される、装置。
【請求項１７７】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記アクチュエータは前記ロッドを遠位方向に移動させるように構成され、それにより
、前記細長い本体の前記遠位端部は前記拡張された構成から前記縮退された構成に移動さ
れる、装置。
【請求項１７８】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記細長い本体は組織に貫入するように構成された先細りの遠位端を有する、装置。
【請求項１７９】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部が生体内部に配設された状態で当該細長い本体の当該遠
位端部が回転されるときに、当該生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するように構
成された複数のアームを有する、装置。
【請求項１８０】
　請求項１７２記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部は生体内に挿入されるように構成され、
　前記細長い本体の前記遠位端部は内部領域を画定し、
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　前記ロッドは内腔を画定し、
　前記ロッドの遠位端部は開口部を画定し、
　前記内腔は、前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される前記内部領域の内部か
ら、前記生体の外部の位置に組織片を連通するように構成される、装置。
【請求項１８１】
　医療デバイスを、縮退された構成で、生体内に少なくとも部分的に挿入する工程であっ
て、前記医療デバイスが、シースと、前記シースの内腔の内部に少なくとも部分的に配設
された細長い本体とを有する工程と、
　前記挿入する工程の後、前記細長い本体の遠位端部が前記シースの前記内腔の外側、か
つ前記生体内部に配設されるように、前記シースを近位方向に移動させる工程であって、
前記細長い本体の前記遠位端が、複数の切断部分を有する工程と、
　前記細長い本体の前記遠位端部の前記切断部分が前記生体内部の組織の少なくとも一部
分を破壊するように、前記医療デバイスを回転させる工程と
　を含む、方法。
【請求項１８２】
　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が拡張された構成に移動されるように、前記細長い本体
の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程を含む、方法。
【請求項１８３】
　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記シースを移動させる工程と同時に、前記細長い本体の前記遠位端部が拡張された構
成に移動されるように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移
動させる工程を含む、方法。
【請求項１８４】
　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が拡張された構成に移動され、前記細長い本体の前記遠
位端部が前記組織の少なくとも一部分を偏位するように、前記細長い本体の内腔の内部に
配設されたロッドを近位方向に移動させる工程を含む、方法。
【請求項１８５】
　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部が縮退された構成に移動され
るように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを遠位方向に移動させる工程
を含む、方法。
【請求項１８６】
　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い本体の前記遠位端部が縮退された構成に移動され
るように、前記細長い本体の内腔の内部に配設されたロッドを遠位方向に移動させる工程
と、
　前記細長い本体の前記遠位端部の少なくとも一部分が前記シースの前記内腔の内部に配
設されるまで、前記シースを遠位方向に移動させる工程と
　を含む、方法。
【請求項１８７】
　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が拡張された構成に移動されるように、前記細長い本体
の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程であって、前記ロッドが内
腔を画定し、前記ロッドの遠位端部が開口部を画定する工程と、
　前記ロッドの前記内腔を通して、前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される内
部領域の中に流体を注入する工程と
　を含む、方法。
【請求項１８８】
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　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記細長い本体の前記遠位端部が拡張された構成に移動されるように、前記細長い本体
の内腔の内部に配設されたロッドを近位方向に移動させる工程であって、前記ロッドが内
腔を画定し、前記ロッドの遠位端部が開口部を画定する工程と、
　前記細長い本体の前記遠位端部によって画定される内部領域から、前記ロッドの前記内
腔を通して、前記生体の外側の位置に組織片を吸引する工程と
　を含む、方法。
【請求項１８９】
　請求項１８１記載の方法であって、更に、
　前記挿入する工程中に、前記細長い本体の遠位端によって前記生体内部の組織の少なく
とも一部分に貫入する工程を含む、方法。
【請求項１９０】
　請求項１８１記載の方法であって、
　前記生体が、椎骨である、方法。
【請求項１９１】
　請求項１８１記載の方法であって、
　前記生体が、椎間板である、方法。
【請求項１９２】
　前記生体の内部の組織の少なくとも一部分が破壊されるように、拡張可能な医療デバイ
スの遠位端部を生体内部で回転させる工程であって、前記医療デバイスの前記遠位端部が
、内部領域に連通する複数の開口部を画定する工程と、
　前記回転させる工程の後、前記医療デバイスの内腔の内部で、前記医療デバイスの前記
遠位端部の前記内部領域の中に、細長い部材の遠位端部を遠位方向に移動させる工程であ
って、前記細長い部材が、前記内部領域から組織片を排除するように構成される工程と
　を含む、方法。
【請求項１９３】
　請求項１９２記載の方法であって、更に、
　前記医療デバイスを、縮退された構成で、前記生体内に挿入する工程を含む、方法。
【請求項１９４】
　請求項１９２記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、縮退された構成と拡張された構成とを有し、前記回転させる工程
が、前記医療デバイスが前記拡張された構成にあるときに行われる、方法。
【請求項１９５】
　請求項１９２記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い部材を通して、前記医療デバイスの前記内部領域
の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項１９６】
　請求項１９２記載の方法であって、更に、
　前記移動させる工程と同時に、前記細長い部材を通して、前記医療デバイスの前記内部
領域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項１９７】
　請求項１９２記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、先細りの遠位端を含み、前記方法が、更に、
　前記回転させる工程の前に、前記医療デバイスの前記先細りの遠位端によって前記生体
内部の組織に貫入する工程を含む、方法。
【請求項１９８】
　請求項１９２記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記内部領域から組織片を吸引する
工程を含む、方法。
【請求項１９９】
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　請求項１９２記載の方法であって、
　前記生体が、椎骨である、方法。
【請求項２００】
　請求項１９２記載の方法であって、
　前記生体が、椎間板である、方法。
【請求項２０１】
　縮退された構成と拡張された構成とを有する遠位端部を含む細長い本体を備え、
　前記細長い本体の前記遠位端部は当該細長い本体の前記遠位端部が前記拡張された構成
にあるときに内部領域に連通する複数の開口部を画定し、
　前記細長い本体の内腔の内部に移動可能で配設可能な細長い部材であって、前記遠位端
部が前記拡張された構成にあるときに組織片を前記内部領域から前記複数の開口部を通し
て排除するように構成された細長い部材を備える、装置。
【請求項２０２】
　請求項２０１記載の装置において、更に、
　前記細長い本体は前記シースの内腔の内部に少なくとも部分的に配設される、装置。
【請求項２０３】
　請求項２０１記載の装置において、
　前記細長い部材の近位端は注射器を前記細長い部材に結合するように構成された取付具
を含む、装置。
【請求項２０４】
　請求項２０１記載の装置において、
　前記細長い部材の近位端は吸引デバイスを前記細長い部材に結合するように構成された
取付具を含む、装置。
【請求項２０５】
　請求項２０１記載の装置において、
　前記細長い部材は、内腔と、当該細長い部材の遠位端部に複数の開口部とを画定し、
　前記細長い部材の前記内腔は流体を前記細長い本体の前記遠位端部の前記内部領域に連
通して、組織片を当該内部領域の外に移動させるように構成される、装置。
【請求項２０６】
　請求項２０１記載の装置において、更に、
　シースであって、前記細長い本体が当該シースの内腔の内部に少なくとも部分的に配設
される、シースと、
　前記シースに動作可能に結合されたアクチュエータであって、前記細長い本体の前記遠
位端部が前記拡張された構成にある第１の位置に当該シースをバイアスするように構成さ
れ、当該細長い本体の当該遠位端部が前記縮退された構成にある第２の位置に当該シース
を移動させるように構成される、アクチュエータと
　を備える、装置。
【請求項２０７】
　請求項２０１記載の装置において、
　前記細長い本体の遠位端は開口部を画定し、
　前記細長い部材は内腔を画定し、
　前記細長い部材の遠位端は前記細長い本体の前記遠位端にある前記開口部に連通する開
口部を画定し、
　前記細長い部材は流体を当該細長い部材の前記内腔から前記細長い本体の外側の位置に
連通するように構成される、装置。
【請求項２０８】
　請求項２０１記載の装置において、
　前記細長い本体の前記遠位端部は生体内部の組織を破壊するように構成された複数のア
ームを含む、装置。
【請求項２０９】
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　前記医療デバイスの前記遠位端部が縮退された構成にある状態で、医療デバイスの遠位
端部を生体内に少なくとも部分的に挿入する工程と、
　前記挿入する工程の後、前記医療デバイスの前記遠位端部を拡張された構成に移動させ
る工程と、
　前記移動させる工程の後、前記医療デバイスの前記遠位端にある複数のアームが前記生
体内部の組織を破壊するように、前記医療デバイスを回転させる工程と、
　前記内部領域の内部に停留された組織片が前記複数のアームによって画定された開口部
を通して移動されるように、前記医療デバイスの内腔の内部で、前記複数のアームによっ
て画定される内部領域の中に、細長い部材を遠位方向に移動させる工程と
　を含む、方法。
【請求項２１０】
　請求項２０９記載の方法であって、更に、
　前記回転させる工程の後、前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記医療
デバイスの前記内部領域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項２１１】
　請求項２０９記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材を移動させる前記工程と同時に、前記細長い部材を通して、前記医療デ
バイスの前記内部領域の中に流体を導入する工程を含む、方法。
【請求項２１２】
　請求項２０９記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、先細りの遠位端を含み、前記方法が、更に、
　前記医療デバイスの前記遠位端部を移動させる前記工程の前に、前記医療デバイスの前
記先細りの遠位端によって前記生体内部の組織に貫入する工程を含む、方法。
【請求項２１３】
　請求項２０９記載の方法であって、更に、
　前記細長い部材によって画定される内腔を通して、前記内部領域から組織片を吸引する
工程を含む、方法。
【請求項２１４】
　請求項２０９記載の方法であって、
　前記医療デバイスが、前記医療デバイスを前記拡張された構成にバイアスするように構
成されたアクチュエータを含み、
　前記方法が、更に、
　前記挿入する工程の前に、前記医療デバイスを前記縮退された構成に移動させるように
前記アクチュエータを作動させる工程を含む、方法。
【請求項２１５】
　請求項２０９記載の方法であって、
　前記生体が、椎骨である、方法。
【請求項２１６】
　請求項２０９記載の方法であって、
　前記生体が、椎間板である、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の相互参照）
　本出願は、２００６年７月７日出願の「Medical Device With Dual Expansion Mechani
sm」という名称の米国仮特許出願第６０／８１８９９６号、２００７年７月５日出願の「
Medical Device With Dual Expansion Mechanism」という名称の米国特許出願第１１／７
７３８７１号、２００７年７月５日出願の「Medical Device With Dual Expansion Mecha
nism」という名称の米国特許出願第１１／７７３８７２号、及び２００７年７月５日出願
の「Medical Device With Dual Expansion Mechanism」という名称の米国特許出願第１１
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／７７３８７６号に対する優先権を主張するものであり、それらの特許出願の開示の全体
を、参照として本明細書に組み込む。
【０００２】
　本発明は、一般に、例えば、組織に経皮的にアクセスし、二重拡張機構によってデバイ
スを拡張させるための医療デバイスを含む医療デバイス及び処置に関する。
【背景技術】
【０００３】
　既知の医療デバイスは、様々な異なる医療処置を行うために、椎骨または脊椎の他の領
域に経皮的にアクセスするように構成されている。いくつかの既知の医療デバイスは、椎
骨または椎間板の内域の内部から組織を除去するように構成される。他の既知の医療デバ
イスは、椎骨または椎間板の内部の組織を断裂、破壊、及び／又は弛緩させるための何ら
かのタイプの切断手段を提供するように構成される。
【０００４】
　いくつかの医療処置では、医療デバイスが組織を切断する一方で、椎骨内部の組織など
、破壊または切断された材料がデバイス内部に詰まることがあり、椎骨から引き出すため
にデバイスを縮退するのを困難にする。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　生体内部で拡張及び縮退させることができる、椎骨内部の組織など生体内部の組織を破
壊するための装置及び方法が必要である。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　組織にアクセスし、組織内部で装置を拡張させるための装置及び方法が、本明細書に開
示される。一実施形態では、拡張可能部材は、拡張された構成にあって生体に対して回転
されるときに、生体内の組織を破壊するように構成される。アクチュエータが、拡張可能
部材に結合され、拡張可能部材を拡張された構成にバイアスするように構成される。アク
チュエータが作動されるとき、アクチュエータは、拡張可能部材を縮退された構成に移動
させるように構成される。生体は、例えば、椎骨または椎間板であってよい。いくつかの
実施形態では、医療デバイスは、拡張可能部材を縮退された構成にバイアスし、作動時に
、拡張可能部材を拡張された構成に移動させるように構成されたアクチュエータを含む。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明の一実施形態による医療デバイスの概略図である。
【図２】縮退された構成で示される医療デバイスの一部分の部分断面図である。
【図３】拡張された構成で示される図２の医療デバイスの一部分の部分断面図である。
【図４】縮退された構成で示される図２及び図３の医療デバイスの拡張可能部材の一部分
の側面図である。
【図５】拡張された構成で示される図４の拡張可能部材の部分の側面図である。
【図６】縮退された構成で示される図２及び図３の医療デバイスの拡張可能部材の一部分
の側面図である。
【図７】拡張された構成で示される図６の拡張可能部材の部分の側面図である。
【図８】図２の線８－８に沿って取られる図２の医療デバイスの部分の断面図である。
【図９】図３の線９－９に沿って取られる図３の医療デバイスの部分の断面図である。
【図１０】縮退された構成で示される本発明の一実施形態によるハンドルの切欠図を含む
医療デバイスの側面図である。
【図１１】拡張された構成で示される図１０の医療デバイスの側面図である。
【図１２】拡張された構成で示される医療デバイスの、一部を断面図で示された側面図で
ある。
【図１３】図１２での線１３－１３に沿って取られた図１２の医療デバイスの断面図であ
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る。
【図１４】縮退された構成で示されるハンドルの切欠図を含む図１２の医療デバイスの側
面図である。
【図１５】拡張された構成で示される図１４の医療デバイスの側面図である。
【図１６】本発明の別の実施形態による医療デバイスの一部分の側面図である。
【図１７】図１６の線１７－１７に沿って取られた図１６の医療デバイスの断面図である
。
【図１８】拡張された構成で示される本発明の一実施形態による医療デバイスの側面図で
ある。
【図１９】縮退された構成で示される図１８の医療デバイスの側面図である。
【図２０】縮退された構成で示される本発明の一実施形態による医療デバイスの側面図で
ある。
【図２１】拡張された構成で示される図２０の医療デバイスの側面図である。
【図２２】拡張された構成で示される本発明の一実施形態によるハンドルの切欠図を含む
医療デバイスの側面図である。
【図２３】拡張された構成で示される本発明の別の実施形態による医療デバイスの一部分
の側面斜視図である。
【図２４】縮退された構成で示される図２３の医療デバイスの部分の側面斜視図である。
【図２５】拡張された構成で示される本発明の別の実施形態による医療デバイスの一部分
の側面斜視図である。
【図２６】拡張された構成で示される本発明の別の実施形態による医療デバイスの一部分
の側面斜視図である。
【図２７】拡張された構成で示される本発明の別の実施形態による医療デバイスの一部分
の側面斜視図である。
【図２８】拡張された構成で示される本発明の一実施形態による医療デバイスの側面斜視
図である。
【図２９】図２８の医療デバイスの細長い部材の側面斜視図である。
【図３０】拡張された構成で示される図２８の医療デバイスの遠位部分の側面斜視図であ
る。
【図３１】拡張された構成で示される本発明の一実施形態による医療デバイスの側面斜視
図である。
【図３２】図３１の医療デバイスの細長い部材の側面斜視図である。
【図３３】拡張された構成で示される図３１の医療デバイスの遠位部分の側面斜視図であ
る。
【図３４】縮退された構成で示される本発明の一実施形態による医療デバイスの側面図で
ある。
【図３５】拡張された構成で示される図３４の医療デバイスの側面図である。
【図３６】本発明の一実施形態による方法を例示する流れ図である。
【図３７】本発明の一実施形態による方法を例示する流れ図である。
【図３８】本発明の一実施形態による方法を例示する流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本明細書で説明されるデバイス及び方法は、患者の硬組織領域（例えば、骨構造）また
は軟組織領域の内部など、患者の身体の内域の内部で経皮的に展開するように構成される
。いくつかの実施形態では、この装置及び方法は、組織領域の内部で組織の一部分を破壊
、切離、及び／又は切断する。いくつかの実施形態では、装置及び方法は、組織領域の内
部にキャビティを作成する。例えば、本発明の一実施形態による医療デバイスは、拡張可
能部材を含み、拡張可能部材は、組織の内部に配設された状態で拡張させることができ、
回転または他の方法で移動させることができ、それにより、拡張された部材に配設された
切断部分が、患者の組織領域の内部の組織を切断する。
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【０００９】
　いくつかの実施形態では、本明細書に記載される医療デバイスは、軟組織、骨、または
他の生体材料を偏位するために使用することができる。例えば、いくつかの実施形態によ
る医療デバイスは、インフレーションバルーンタンプ（ＩＢＴ）を挿入するために椎体な
どの骨を準備するために使用することができる。医療デバイスは、キャビティを形成する
ために骨の内部で生体材料を掻削するために使用することができ、使用者がＩＢＴをより
簡単に挿入することができるようにし、かつ膨張中のバルーンの破裂の可能性を低減する
。本明細書で説明される医療デバイスは、例えば超弾性ニチノール管で形成されるウィス
ク状部材（a whisk-like member）を含むことができる。医療デバイスは、管の側壁のレ
ーザ切断スリットまたは切欠によって形成されるフレア部分を遠位端に含むことができる
。スリットまたは切欠は、管の直径の全周に均等に間隔をあけて配置することができ、ま
たは、管の全周に異なる距離で間隔をあけて配置することができる。フレア部分は、身体
内への挿入のための縮退された構成と、組織または生体構造内部の生体材料を例えば偏位
、掻削、断裂するのに使用するための拡張された構成との間で作動させることができる。
【００１０】
　いくつかの実施形態では、フレア部分は、シースを使用して作動させることができる。
いくつかの実施形態では、フレア部分は、プルロッドまたはプッシュロッドを使用して作
動させることができる。他の実施形態では、フレア部分を作動させるために、シースとプ
ルロッドまたはプッシュロッドとの両方を使用することができる。医療デバイスのいくつ
かの実施形態は、フレア部分を有する２つの部材を含む。フレア部分のサイズは、異なる
サイズのキャビティの形成に対処するように変えることができる。例えば、フレア部分の
サイズ及び／又はピッチを変えることができる。フレア部分の数及び位置を変えることも
できる。いくつかの実施形態では、医療デバイスは、医療デバイスの片側でのみ、フレア
部分を有することができる。従って、医療デバイス及びフレア部分は、様々な医療処置、
及び様々な解剖学的領域での使用のためにサイズ設定または調整することができる。
【００１１】
　一実施形態では、装置は、拡張された構成にあって身体に対して回転されるときに身体
を破壊するように構成された第１の拡張可能部材を含む。第２の拡張可能部材が、第１の
拡張可能部材の内部に配設され、身体の破壊された部分の少なくとも一部分が第１の拡張
可能部材の内部に停留されるのを阻止するように構成される。
【００１２】
　別の実施形態では、細長い本体は、拡張された構成と縮退された構成とを有する遠位端
部を含む。拡張された構成と縮退された構成とを有する可撓性部材の少なくとも一部分が
、細長い本体の遠位端部の内部に配設される。リザーバが、可撓性部材に流体的に連通さ
れる。アクチュエータが、リザーバに結合される。アクチュエータは、可撓性部材をその
縮退された構成とその拡張された構成との間で作動させるために、細長い本体をその縮退
された構成とその拡張された構成との間で作動させ、それと同時に、リザーバと可撓性部
材との内部に含まれる流体の移動を作動させるように構成される。
【００１３】
　一実施形態では、装置は、遠位端部を有する第１の細長い本体を含む。遠位端部は、複
数の切断部分と、縮退された構成と、拡張された構成とを有する。複数の切断部分は、遠
位端部が拡張された構成にあるときに生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するよう
に構成される。第２の細長い本体が、第１の細長い本体に移動可能に結合される。アクチ
ュエータは、第２の細長い本体の近位端部に動作可能に結合され、第１の細長い本体の遠
位端部が拡張された構成になるように第２の細長い本体をバイアスするように構成される
。アクチュエータが作動されるとき、アクチュエータは、第１の細長い本体が縮退された
構成になるように第２の細長い本体を移動させるように構成される。
【００１４】
　一実施形態では、方法が、生体内部の組織の少なくとも一部分が破壊されるように、拡
張可能な医療デバイスの遠位端部を生体内部で回転させる工程を含む。医療デバイスの遠
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位端部が、内部領域に連通する複数の開口部を画定する。医療デバイスの遠位端部を回転
させた後、細長い部材の遠位端部が、医療デバイスの内腔の内部で、医療デバイスの遠位
端部の内部領域の中に、遠位方向に移動される。細長い部材は、内部領域から組織片を排
除するように構成される。いくつかの実施形態では、回転させる工程の後、細長い部材を
通して、医療デバイスの内部領域の中に流体が導入される。
【００１５】
　一実施形態では、装置は、複数の切断部分と、縮退された構成と、拡張された構成とを
有する遠位端部を含む第１の細長い本体を含む。複数の切断部分は、遠位端部が拡張され
た構成にあるときに生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するように構成される。第
２の細長い本体が、第１の細長い本体に移動可能に結合される。アクチュエータは、第２
の細長い本体の近位端部に動作可能に結合され、第１の細長い本体の遠位端部が拡張され
た構成になるように第２の細長い部材をバイアスするように構成される。アクチュエータ
が作動されるとき、アクチュエータは、第１の細長い本体が縮退された構成になるように
第２の細長い本体を移動させるように構成される。
【００１６】
　一実施形態では、装置は、内腔を画定するシースと、シースの内腔の内部に少なくとも
部分的に配設された細長い本体と含む。細長い本体は、縮退された構成と拡張された構成
とを有する遠位端部を有する。ロッドが、細長い本体の内腔の内部に移動可能に配設され
る。アクチュエータは、シース及びロッドに結合され、細長い本体の遠位端部が拡張され
た構成になるように、シースを第１の位置にバイアスし、かつロッドを第１の位置にバイ
アスするように構成される。
【００１７】
　一実施形態では、方法は、医療デバイスを、縮退された構成で、生体内に少なくとも部
分的に挿入する工程を含む。医療デバイスは、シースと、シースの内腔の内部に少なくと
も部分的に配設された細長い本体とを有する。挿入する工程の後、細長い本体の遠位端部
がシースの内腔の外側、かつ生体内部に配設されるように、シースが近位方向に移動され
る。細長い本体の遠位端部が、複数の切断部分を有する。また、方法は、細長い本体の遠
位端部の切断部分が生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するように、医療デバイス
を回転させる工程を含む。
【００１８】
　一実施形態では、方法は、生体内部の組織の少なくとも一部分が破壊されるように、拡
張可能な医療デバイスの遠位端部を生体内部で回転させる工程を含む。医療デバイスの遠
位端部は、内部領域に連通する複数の開口部を画定する。回転させる工程の後、細長い部
材の遠位端部が、医療デバイスの内腔の内部で、医療デバイスの遠位端部の内部領域の中
に、遠位方向に移動される。細長い部材は、内部領域から組織片を排除するように構成さ
れる。
【００１９】
　一実施形態では、装置は、縮退された構成と拡張された構成とを有する遠位端部を含む
細長い本体を含む。細長い本体の遠位端部は、細長い本体の遠位端部が拡張された構成に
あるときに内部領域に連通する複数の開口部を画定する。細長い部材を、細長い本体の内
腔の内部に移動可能に配設可能である。細長い部材は、遠位端部が拡張された構成にある
ときに、内部領域から複数の開口部を通して組織片を移動させるように構成される。
【００２０】
　本明細書に記載される説明及び添付の特許請求の範囲で使用される際、単数形は、文脈
上明示されない限り、複数の指示対象を含むことに留意されたい。従って、例えば、用語
「内腔」は、ただ１つの内腔、または内腔の組合せを意味するものと意図される。更に、
用語「近位」及び「遠位」は、それぞれ、患者に医療デバイスを挿入する操作者（例えば
、外科医、内科医、看護婦、技師など）に近い方向、及び操作者から遠い方向を表し、デ
バイスの先端（すなわち遠位端）が、最初に患者の身体の内部に挿入される。従って、例
えば、患者の身体内部に最初に挿入されるカテーテル端部は、カテーテルの遠位端であり
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、一方、患者の身体の外側にあるカテーテル端部は、カテーテルの近位端である。
【００２１】
　用語「組織」は、本明細書では、特定の機能の性能に統合された同様に特殊化された細
胞の集合体を意味するために使用される。例えば、組織は、軟組織領域（例えば、筋肉）
、硬組織領域（例えば、骨構造）、椎体、椎間板、腫瘍などであってよい。また、用語「
身体」及び「生体」は、本明細書では、用語「組織」と同様の意味を有するものとして表
される。
【００２２】
　用語「切断部分」は、本明細書では、少なくとも１つの切断表面を有し、組織を例えば
切断、切離、破壊、掻削、または断裂するように構成された装置構成要素を意味するため
に使用される。切断部分は、例えば、細長い本体の拡張可能部分の縁部に配設された切断
表面など、細長い本体に配設された切断表面であってよい。また、切断部分は、医療デバ
イスに結合された個別の構成要素であってもよい。
【００２３】
　用語「シース」は、本明細書では、デバイスまたは他の構成要素を受け取るように構成
された１つまたは複数の経路を有する装置構成要素を意味するために使用される。例えば
、シースは、実質的に管状であってよい。シースは、例えば円形、正方形、長方形、三角
形、楕円形、または八角形の内周縁及び／又は外周縁を有する様々な異なる形状及びサイ
ズであってよい。シースは、例えばカニューレであってよい。
【００２４】
　図１は、本発明の一実施形態による医療デバイスの概略図である。医療デバイス２０は
、第１の拡張可能部材２２と、第１の拡張可能部材２２によって画定される内部体積また
は領域（図１には図示せず）の内部に少なくとも部分的に配設される第２の拡張可能部材
２４とを含む。第１の拡張可能部材２２は、例えば、細長い本体に配設する、または組み
込むことができる。同様に、第２の拡張可能部材２４も、細長い本体に配設する、または
組み込むことができる。特定の実施形態に関して以下でより詳細に説明されるように、第
１の拡張可能部材２２に、第１の切断部分（図１には図示せず）を配設することができる
。切断部分は、第１の拡張可能部材２２及び／又は第２の拡張可能部材２４に結合される
個別構成要素であってよく、あるいは第１の拡張可能部材２２及び／又は第２の拡張可能
部材２４によって画定される鋭利な縁部及び表面であってもよい。
【００２５】
　いくつかの実施形態では、第１の拡張可能部材２２は、シース３０など第３の細長い本
体の内腔の内部に配設することができ、シース３０は、第１の拡張可能部材２２を縮退さ
れた構成と拡張された構成との間で移動させるために使用することができる。例えば、第
１の拡張可能部材２２は、ニチノールなどの形状記憶材料で形成することができ、事前設
定された拡張された構成を有することができる。第１の拡張可能部材２２は、複数のアー
ムを含み、ウィスクタイプ形状（a whisk-type shape）を有することができる。例えば、
第１の拡張可能部材２２は、複数のアームを画定するように外面に沿って切断（例えばレ
ーザ切断）されたスリットを有する部分を有する管状部材から形成することができる。い
くつかの実施形態では、第１の拡張可能部材２２は、細長い本体に結合された個別構成要
素であってよい。例えば、アームは、細長い本体に結合された１つまたは複数の個別構成
要素として形成することができる。第１の拡張可能部材２２は、シースの内腔の内部に配
設された状態で、縮退された構成で拘束することができる。第１の拡張可能部材２２がシ
ースの内腔から解放される、または内腔の外側に配設されるとき、第１の拡張可能部材２
２は、その事前設定された拡張された構成にバイアスされる。別法として、第１の拡張可
能部材２２は、可撓性材料など（１つまたは複数の）他の材料で形成することができ、こ
れは、第１の拡張可能部材２２の内域の内部に配設されたバルーンなど別の構成要素の補
助によって、第１の拡張可能部材２２を拡張された構成に移動させることができるように
する。
【００２６】
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　上述されたように、第２の拡張可能部材２４は、第１の拡張可能部材２２によって画定
される内部体積の内部に少なくとも部分的に配設される。第２の拡張可能部材２４は、縮
退された構成と、拡張された構成とを有する。第２の拡張可能部材２４は、例えば、拡張
可能な可撓性材料から少なくとも一部を形成することができる。例えば、第２の拡張可能
部材２４は、バルーンを含むことができる。いくつかの実施形態では、第２の拡張可能部
材２４は、別法として、ニチノールなどの形状記憶材料で形成することができ、例えば、
第１の拡張可能部材２２に関して上述されたアームと同様の複数の拡張可能なリブを含む
ことができる。例えば、第２の拡張可能部材２４は、外壁に沿って切断されたスリットを
有する管状部材で形成することができ、第１の拡張可能部材２２と同様のウィスク形状を
有することができる。
【００２７】
　また、医療デバイス２０は、アクチュエータ２６も含むことができ、アクチュエータ２
６は、第１の拡張可能部材２２と第２の拡張可能部材２４とを、それらの当該の縮退され
た構成と拡張された構成との間で作動させるために使用することができる。いくつかの実
施形態では、例えば、上述されたように、第１の拡張可能部材２２は、シース３０の内腔
の内部に配設することができ、第２の拡張可能部材２４は、第１の拡張可能部材２２の内
部領域の内部に配設することができる。シース３０は、アクチュエータ２６によって、第
１の位置と第２の位置との間で移動または作動させることができる。シース３０が第１の
位置にあるとき、第１の拡張可能部材２２と第２の拡張可能部材２４とは、それらの縮退
された構成で、シース３０の内腔の内部に拘束される。シース３０がその第２の位置に移
動されるとき、第１の拡張可能部材２２と第２の拡張可能部材２４とはそれぞれ、シース
３０の内腔の外側に位置決めされ、それにより、第１の拡張可能部材２２と第２の拡張可
能部材２４とが、それらの当該の拡張された構成に移動される。アクチュエータ２６は、
ハンドル（図１には図示せず）を含むことができ、シースをその第１の位置とその第２の
位置との間で移動させるために使用者がそのハンドルを作動することができる。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、アクチュエータ２６は、流体を内部に受け取って収容するこ
とができる内部領域を画定する任意選択のリザーバ２８を含むことができる。リザーバ２
８は、第２の拡張可能部材２４に結合させることができ、第２の拡張可能部材２４に流体
的に連通することができる。従って、第２の拡張可能部材２４とリザーバ２８とによって
少なくとも一部を画定される閉じられた流体システムの内部に、流体を受け取って収容す
ることができる。例えば、リザーバ２８は、例えばシャフト、ホース、または他の部材（
図１には図示せず）によって第２の拡張可能部材２４に流体的に連通することができる。
そのような実施形態では、シース３０のその第２の位置への移動を作動させるのと同時に
、閉じられた流体システムの内部に収容されている流体体積をリザーバ２８の外に移動さ
せることができ、それと共に、ある流体体積が第２の拡張可能部材２４の中に移動される
。シース３０がその第２の位置に移動されると、第１の拡張可能部材２２が解放されて、
その拡張された構成にバイアスされる。第２の拡張可能部材２４は、閉じられた流体シス
テムの内部から、ある流体体積を受け取り、これが、第２の拡張可能部材２４をその拡張
された構成に移動させる。いくつかの実施形態では、拡張された構成にあるときの第２の
拡張可能部材２４の内部の流体体積は、拡張された構成での第２の拡張可能部材２４が第
１の拡張可能部材２２の内部体積よりもわずかに大きい内部体積を有するようなものであ
る。
【００２９】
　使用時、医療デバイス２０は、第１の拡張可能部材２２と第２の拡張可能部材２４とが
それらの縮退された構成にある状態で、椎体など患者の生体または組織内に経皮的に挿入
することができる。いくつかの実施形態では、医療デバイス２０は、組織部位へのアクセ
スを得るために使用される個別のカニューレ（cannula）を通して挿入される。医療デバ
イス２０は、例えばハンドルを使用して、第１の拡張可能部材２２と第２の拡張可能部材
２４とをそれらの拡張された構成に移動させるために作動させることができる。第１の拡
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張可能部材２２と第２の拡張可能部材２４とがそれらの拡張された構成にあり、組織内部
に配設された状態で、医療デバイス２０を回転させることができ、それにより、第１の拡
張可能部材２２及び／又は第２の拡張可能部材２４にある切断部分が、組織部位で海綿骨
などの組織を掻削または他の方法で切断する。以下でより詳細に説明されるように、第２
の拡張可能部材２４は、掻削または破壊された組織の少なくとも一部分が第１の拡張可能
部材２２の内部領域の中に入るのを妨げる助けとなるように、ブロックとして使用するこ
とができる。破壊された組織の少なくとも一部分が第１の拡張可能部材１２２の内部領域
の内部に停留されるのを妨げることは、第１の拡張可能部材１２２の縮退及び取外しの補
助となりうる。次いで、第１の拡張可能部材２２と第２の拡張可能部材２４とを、それら
の縮退された構成に作動または移動させることができ、医療デバイス２０を組織から取り
外すことができるようにする。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、医療デバイス２０は、ただ１つの拡張可能部材のみを含む。
そのような実施形態では、拡張可能部材は、上述されたのと同様のシースを使用して、ま
たはプッシュロッドもしくはプルロッドの使用によって、拡張された構成と縮退された構
成との間で移動させることができる。いくつかの実施形態では、シースが、プッシュロッ
ドまたはプルロッドと関連して使用される。いくつかの実施形態では、医療デバイス２０
は、細長い部材（図１には図示せず）を含む。細長い部材は、拡張可能部材によって画定
される内部領域から組織片（例えば、骨片）を排出するために使用することができる。ま
た、細長い部材は、内部領域の中に流体を導入するように、及び／又は拡張可能部材の内
部領域の内部から組織片を除去するために吸引を提供するように構成することもできる。
【００３１】
　様々な全般的な例を上述してきたが、以下、特定の実施形態のいくつかの例を説明する
。これらの実施形態は、単に例にすぎず、医療デバイス２０の多くの他の構成が企図され
る。
【００３２】
　図２乃至図１１は、本発明の一実施形態による医療デバイスを例示する。図２に示され
るように、医療デバイス１２０は、シース１３０の内腔１３６の内部に配設される第１の
細長い本体１２２と、第１の細長い本体１２２の内腔１３８の内部に少なくとも部分的に
配設される第２の細長い本体１２４とを含む。また、第２の細長い本体１２４も、内腔１
４６（図８及び図９に図示される）を画定する。図２及び図３はそれぞれ、医療デバイス
１２０の一部分の側面図であり、断面図でのシース１３０と、部分断面図での第１の細長
い本体１２２とを示す。第１の細長い本体１２２は、図２及び図４に示されるような縮退
された構成と、図３及び図５に示されるような拡張された構成とを有する。第２の細長い
本体１２４は、図２及び図６に示されるような縮退された構成と、図３及び図７に示され
るような拡張された構成とを有する。この実施形態では、第１の細長い本体１２２は、間
に開口部１４８を画定する複数のアーム１４０を含む遠位端部１３２に配設された拡張可
能部材を有する。また、第１の細長い本体１２２は、第１の細長い本体１２２のアーム１
４０に配設された切断部分１５４も含む。第２の細長い本体１２４は、遠位端部１３４に
ある可撓性膜など拡張可能部材を有する可撓性部材である。例えば、可撓性膜は、バルー
ンであってよい。遠位端部１３４は、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２の内部に
少なくとも部分的に配設される。
【００３３】
　第１の細長い本体１２２は、第１の細長い本体１２２が縮退された構成（図２、図４、
及び図８）にあるときよりも、拡張された構成（図３、図５、及び図９）にあるときに大
きい内部領域または体積１４２を画定する。第１の細長い本体１２２は、例えば、アーム
１４０を形成するために遠位端部１３２の壁に切断（例えばレーザ切断）されたスリット
を有する管状部材から形成することができる。また、第１の細長い本体１２２は、遠位端
部１３２が拡張された構成にバイアスされるように、ニチノールなどの形状記憶材料で形
成される。
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【００３４】
　また、第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４は、図９の断面図に最も良く示される
ように、内部領域１４４を画定し、この内部領域１４４は、第２の細長い本体１２４が縮
退された構成にあるときよりも、拡張された構成にあるときに大きい。上述されたのと同
様に、この実施形態では、第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４は、バルーンなどの
可撓性部材である。いくつかの実施形態では、第２の細長い本体１２４は、モノリシック
に形成される。代替実施形態では、第２の細長い本体１２４の異なる部分が、異なる材料
で形成される。例えば、いくつかの実施形態では、第２の細長い本体１２４は、可撓性材
料で全体を形成される。別の代替実施形態では、遠位端部１３４が、可撓性材料で形成さ
れ、第２の細長い本体１２４の残りの部分が、非可撓性材料で形成される。
【００３５】
　図２、図３、図９、及び図１０に示されるように、第２の細長い本体１２４の遠位端部
１３４は、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２の内部に配設される。いくつかの実
施形態では、第２の細長い本体１２４が第１の細長い本体１２２の内部領域１４２よりも
わずかに大きいサイズに拡張し、第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４がアーム１４
０によって画定される開口部１４８の中に部分的に拡張するように、第２の細長い本体１
２４の遠位端部１３４を形成することができる。
【００３６】
　また、医療デバイス１２０は、図１０及び図１１に示されるようなアクチュエータ１２
６を含む。アクチュエータ１２６は、使用者が作動することができるハンドル１５０と、
ハウジング１５２とを含む。図１０及び図１１は、医療デバイス１２０の内域の一部分を
見ることができるようにハウジング１５２の一部分が除去された状態で、医療デバイス１
２０を示す。図１０は、医療デバイス１２０を縮退された構成で例示し、図１１は、医療
デバイス１２０を拡張された構成で例示する。ハンドル１５０は、シース１３０に動作可
能に結合され、また、リザーバ１２８及び摺動部材１６８にも動作可能に結合される。リ
ザーバ１２８は、内部領域１２９を画定する。リザーバ１２８は、内部領域１２９の内部
に流体を受け取って収容することができ、シャフト１５６を通して、かつ第２の細長い本
体１２４の内腔１４６を通して、第２の細長い本体１２４に流体的に連通する。いくつか
の実施形態では、シャフト１５６は、第２の細長い本体１２４と一体に形成される。いく
つかの実施形態では、シャフトは、ハウジング１５０の外側に少なくとも部分的に配設さ
れる。従って、第２の細長い本体１２４と、リザーバ１２８と、シャフト１５６とが、以
下でより詳細に説明されるような閉じられた流体システムを画定する。医療注射器プラン
ジャなどのプランジャ１５８が、リザーバ１２８の内部に配設される。プランジャ１５８
と摺動部材１６８とは、コンパートメント１６０の内部に配設された圧縮ばねなどのばね
（図示せず）に結合される。また、プランジャ１５８は、枢動アーム１６２を介してハン
ドル１５０にも結合される。ばねは、ハンドル１５０を、図１１に示されるような開いた
位置にバイアスする。
【００３７】
　医療デバイス１２０を拡張された構成から縮退された構成に移動させるために、使用者
は、図１０に示されるようにハンドル１５０がハウジング１５２に向けて移動されるよう
にアクチュエータ１２６のハンドル１５０を把持する。この作用が、シース１３０を第１
の位置に向けて遠位方向に移動させ、この第１の位置で、シース１３０の遠位端１６４が
、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２の実質的に上に位置決めされる（例えば、遠
位端部１３２が、シース１３０の内腔１３６の内部に少なくとも部分的に配設される）。
この作用は、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２を縮退させる。同時に、プランジ
ャ１２８が、ばねコンパートメント１６０に向けて移動され、ばねを少なくとも一部圧縮
する。第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４の中の流体体積が、遠位端部１３４から
引き出され、ある流体体積がリザーバ１２８に引き入れられる。すなわち、閉じられた流
体システムの内部の流体の一部が、リザーバ１２８に移動させられる。遠位端部１３４か
ら出る流体移動は、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２が、第２の細長い本体１２
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４の遠位端部１３４の上に縮退することができるようにする。従って、縮退された構成で
は、第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４の内部にある流体体積は、第２の細長い本
体１２４が拡張された構成にあるときに遠位端部１３４の中にある流体体積よりも小さい
。第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４が縮退された構成にあるときにリザーバ１２
８の内部にある流体体積は、第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４が拡張された構成
にあるときにリザーバ１２８の中にある流体体積よりも大きい。
【００３８】
　縮退された構成で、医療デバイス１２０は、椎体など患者の組織内に挿入することがで
きる。例えば、医療デバイス１２０は、使用者が図１０に示されるようにハウジング１５
２に対してハンドル１５０を保持した状態で、アクセスカニューレ（図示せず）を通して
挿入することができる。組織内部に配設された状態で、使用者は、ハンドル１５０を解放
することができ、これにより、図１１に示されるように、ばねが、ハンドル１５０を開い
た位置にバイアスして戻す。この作用は、シース１３０の遠位端１６４を近位方向に移動
させ、それにより、図１１に示されるように、第１の細長い本体１２２がシース１３０の
内腔１３６の外側に配設される。第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２がもはやシー
ス１３０によって拘束されないとき、遠位端部１３２は、拡張された構成に自動的にバイ
アスされる。同時に、プランジャ１２８は、（例えば、ばねのバイアス力により）ばねコ
ンパートメント１６０から移動して離れ、流体をリザーバ１２８から出して、シャフト１
５６内に押し進める。第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２が拡張された構成にある
状態で、第２の細長い本体１２４の遠位端部１３４は、リザーバ１２８から押し出された
流体体積を受け取り、その拡張された構成に移動することができる。
【００３９】
　拡張された構成で、医療デバイス１２０は、組織内部で回転または他の方法で移動させ
ることができ、それにより、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２に配設された切断
部分１５４が、組織内部で海綿骨などの組織を掻削、断裂、または他の方法で破壊する。
第２の細長い本体１２２の遠位端部１３４は、掻削、断裂、または破壊された組織の少な
くとも一部分が第１の細長い本体１２２の内部領域１４２の中に入るのを阻止する。
【００４０】
　医療デバイス１２０を縮退された構成に移動させて戻すために、使用者は、図１０に示
されるようにハンドル１５０がハウジング１５２に近づくように移動されるように、再び
ハンドル１５０を把持する。これは、上述されたように、医療デバイス１２０を縮退され
た構成に再び移動させる。次いで、使用者は、例えばアクセスカニューレを通して、医療
デバイス１２０を組織から取り外すことができる。
【００４１】
　第１の細長い本体１２２は、事前設定された拡張された構成を有する形状記憶材料で形
成されるものとして説明されてきたが、代替実施形態では、第１の細長い本体１２２は、
形状記憶特性を有さない他の材料で形成することができる。そのような実施形態では、第
２の細長い本体１２４をその拡張された構成に作動させることによって、第１の細長い本
体１２２をその拡張された構成に移動させることができる。例えば、第２の細長い本体１
２４は、上述されたように、第２の細長い本体１２４の内部領域の内部に流体が受け取ら
れるときに、拡張された構成に移動させることができる。これが生じるとき、第２の細長
い本体１２４の拡張が、第１の細長い本体１２２も拡張させる。第１の細長い本体１２２
を縮退させるためには、上述されたように、使用者がハンドル１５０を把持することがで
き、使用者は、シース１３０を、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２の上に遠位方
向に移動させ、第１の細長い本体１２２の遠位端部１３２を縮退させる。１つの変形形態
では、第１の細長い本体１２２は、形状記憶材料で形成することができ、縮退された構成
にバイアスすることができる。この実施形態では、第２の細長い本体１２４が縮退される
とき、第１の細長い本体１２２は、シースを使用せずに、その縮退された構成にバイアス
されて戻される。
【００４２】
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　医療デバイス１２０の作動は、医療デバイス１２０を縮退された構成に移動させるため
にハンドル１５０を把持し、医療デバイス１２０を拡張された構成に移動させるためにハ
ンドル１５０を解放するものとして説明されてきたが、代替実施形態では、ハンドル１５
０を逆の様式で作動させることができる。例えば、医療デバイスは、使用者が、医療デバ
イスを拡張された構成に移動させるためにハウジングに対してハンドルを把持し、医療デ
バイスを縮退された構成に移動させるためにハンドルを解放することができるように構成
することができる。他の代替実施形態では、ハンドルは、直線移動で作動させることがで
きる。例えば、医療デバイスを作動させるためにハウジングに対してハンドルを把持する
のではなく、注射器の移動と同様の直線運動で使用者がハンドルを作動するように、ハン
ドルが、第１の細長い本体及び／又は第２の細長い本体によって定義される軸に平行に延
在することができる。
【００４３】
　更に別の実施形態では、医療デバイス１２０は、細長いシャフトを通して第２の細長い
本体に流体的に連通するリザーバを使用して作動させることができる。そのような実施形
態では、リザーバと第２の細長い本体とは、上述されたのと同様に、閉じられた流体シス
テムを画定することができ、ある流体体積が、遠位端部を拡張された構成に移動させるた
めに第２の細長い本体の遠位端部の中に移動され、遠位端部を縮退された構成に移動させ
るために遠位端部から引き出される。この実施形態では、第２の細長い本体を縮退された
構成から拡張された構成に作動させるために、使用者は、リザーバを圧搾することができ
、それにより、ある流体体積がリザーバから押し出され、ある流体体積が第２の拡張可能
部材の遠位端部の中に移動される。
【００４４】
　そのような実施形態では、第１の細長い本体の遠位端部は、形状記憶材料で形成するこ
とができ、縮退された構成にバイアスさせることができる。第２の細長い本体の遠位端部
がその拡張された構成に移動されるとき、第２の拡張可能部材の膨張によって、第１の細
長い本体も、その拡張された構成に移動される。リザーバが解放されるとき、ある流体体
積がリザーバの中に引き戻され、ある流体体積が第２の細長い本体の遠位端部から引き出
され、第２の細長い本体の遠位端部を縮退させる。第２の細長い本体の遠位端部が縮退さ
れると、第１の細長い本体は、その縮退された構成にバイアスされて戻される。
【００４５】
　図１２乃至図１５は、別の実施形態による医療デバイスを例示する。医療デバイス２２
０は、シース２３０の内腔２３６の内部に配設された第１の細長い本体２２２と、第１の
細長い本体２２２の内腔２３８の内部に少なくとも部分的に配設された第２の細長い本体
２２４とを含む。また、第２の細長い本体２２４も、内腔２４６（図１３に図示される）
を画定する。図１２及び図１３は、医療デバイス２２０の一部分の側面図であり、断面図
でのシース２３０と、部分断面図での第１の細長い本体２２２とを示す。第１の細長い本
体２２２は、縮退された構成（図示せず）と、図１２及び図１３に示されるような拡張さ
れた構成とを有する。第２の細長い本体２２４は、縮退された構成（図示せず）と、図１
２及び図１３に示されるような拡張された構成とを有する。
【００４６】
　この実施形態では、第１の細長い本体２２２は、間に開口部２４８を画定する複数のア
ーム２４０を含む遠位端部２３２を有する。また、第１の細長い本体２２２は、第１の細
長い本体２２２のアーム２４０に配設された切断部分２５４も含む。第２の細長い本体２
２４は、遠位端部２３４を有し、この遠位端部２３４は、複数のリブ２６６を画定し、リ
ブ２６６がアーム２４０とオフセット関係になるように第１の細長い本体２２２の遠位端
部２３２の内部に少なくとも部分的に配設される。また、第２の細長い本体２２４は、リ
ブ２６６に配設された切断部分２７０も含む。代替実施形態では、第２の細長い本体２２
４は、切断部分を含まない。
【００４７】
　前述の実施形態と同様に、第１の細長い本体２２２は、第１の細長い本体２２２が縮退
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された構成にあるときよりも、拡張された構成にあるときに大きい内部領域または体積（
図示せず）を画定する。第１の細長い本体２２２は、前述の実施形態で説明されたのと同
じ様式で、例えば、アーム２４０を形成するために遠位端部２３２に切断されたスリット
を有する管状部材から形成することができる。また、第１の細長い本体２２２は、遠位端
部２３２が拡張された構成を取るようにバイアスされるように、ニチノールなどの形状記
憶材料で形成される。
【００４８】
　また、第２の細長い本体２２４の遠位端部２３４は、第２の細長い本体２２４が縮退さ
れた構成にあるときよりも、拡張された構成にあるときに大きい内部領域（図示せず）を
画定する。この実施形態では、第２の細長い本体２２４は、遠位端部２３４が事前設定さ
れた拡張された構成を有するように、形状記憶材料で形成される。例えば、第２の細長い
本体２２４の遠位端部２３４は、リブ２６６を画定するために外壁に沿って切断されたス
リットを有するように形成することができる。図１２及び図１３に示されるように、第２
の細長い本体２２４の遠位端部２３４は、アーム２４０によって画定される開口部２４８
の内部にリブ２６６が実質的に配設されるように、第１の細長い本体２２２の遠位端部２
３２の内部に配設される。
【００４９】
　また、医療デバイス２２０は、図１４及び図１５に示されるようなアクチュエータ２２
６も含む。アクチュエータ２２６は、使用者が作動することができるハンドル２５０と、
ハウジング２５２とを含む。図１４及び図１５は、医療デバイス２２０の内域の一部分を
見ることができるようにハウジング２５２の一部分が除去された状態で、医療デバイス２
２０を示す。図１４は、医療デバイス２２０を縮退された構成で例示し、図１５は、医療
デバイス２２０を拡張された構成で例示する。この実施形態では、ハンドル２５０は、前
述の実施形態で説明されたのと同様に、シース２３０に動作可能に結合され、また、枢動
アーム２６２を介して摺動部材２６８にも動作可能に結合される。摺動部材２６８は、コ
ンパートメント２６０の内部に配設された圧縮ばねなどのばね（図示せず）に結合される
。前述の実施形態と同様に、ばねは、ハンドル２５０を、図１５に示されるような開いた
位置にバイアスする。
【００５０】
　医療デバイス２２０を拡張された構成から縮退された構成に移動させるために、使用者
は、図１４に示されるようにハンドル２５０がハウジング２５２に向けて移動されるよう
にハンドル２５０を把持する。この作用が、シース２３０を第１の位置に向けて遠位方向
に移動させ、この第１の位置で、シース２３０の遠位端２６４が、第１の細長い本体２２
２の遠位端部２３２の実質的に上に位置決めされる。従って、第１の細長い本体２２２の
遠位端部２３２と第２の細長い本体２２４の遠位端部２３４とは、シース２３０の内腔２
３６の内部で、それらの当該の縮退された構成に拘束される。
【００５１】
　縮退された構成で、医療デバイス２２０は、椎体など患者の組織内に挿入することがで
きる。例えば、医療デバイス２２０は、アクセスカニューレを通して挿入することができ
る。組織内部に配設された状態で、使用者は、ハンドル２５０を解放することができ、医
療デバイス２２０を拡張された構成に移動させる。ハンドル２５０が解放されると、図１
５に示されるように、ばねが、ハンドル２５０を開いた位置にバイアスする。この作用は
、シース２３０の遠位端２６４を近位方向に移動させ、それにより、図１５に示されるよ
うに、第１の細長い本体２２２の遠位端部２３２（及び第１の細長い本体２２２の内部に
配設された第２の細長い本体２２４の遠位端部２３４）が、シース２３０の内腔２３６の
外側に配設される。第１の細長い本体２２２の遠位端部２３２と第２の細長い本体２２４
の遠位端部２３４とがもはやシース２３０によって拘束されないとき、遠位端部２３２と
遠位端部２３４とは、それらの当該の拡張された構成に自動的にバイアスされる。
【００５２】
　拡張された構成で、医療デバイス２２０は、組織内部で回転または他の方法で移動させ
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ることができ、それにより、第１の細長い本体２２２の切断部分２５４と、第２の細長い
本体２２４の切断部分２７０とが、組織内部で海綿骨などの組織を掻削、断裂、または他
の方法で破壊する。第２の細長い本体２２２の遠位端部２３４のリブ２６６がアーム２４
０とオフセット関係に配設される（すなわち、開口部２４８の内部に配設される）ので、
リブ２６６は、断裂または破壊された組織の少なくとも一部分が第１の細長い本体２２２
の内部領域の中に入るのを阻止する。
【００５３】
　医療デバイス２２０を縮退された構成に移動させて戻すために、使用者は、図１４に示
されるようにハンドル２５０がハウジング２５２に近づくように移動されるように、再び
ハンドル２５０を把持する。これは、ここでも上述されたのと同様に、医療デバイス２２
０を縮退された構成に移動させる。次いで、使用者は、例えばアクセスカニューレを通し
て、医療デバイス２２０を組織から取り外すことができる。
【００５４】
　図１６及び図１７は、医療デバイスの更に別の実施形態を例示する。医療デバイス３２
０は、医療デバイス１２０と同様に構成される。例えば、医療デバイス３２０は、シース
３３０と、シース３３０の内腔（図示せず）の内部に配設された第１の細長い本体３２２
と、第１の細長い本体３２２の内腔（図示せず）の内部に配設された第２の細長い本体３
２４とを含む。この実施形態では、第１の細長い本体３２２は、複数のアーム３４０と、
アーム３４０に配設された切断部分３５４とを有する遠位端部３３２を含む。この実施形
態では、アーム３４０は、管状部材から形成されるのではなく、例えばニチノールなど可
撓性の形状記憶材料を用いて１つまたは複数の個別構成要素として形成し、第１の細長い
本体３２２に結合させることができる。
【００５５】
　第２の細長い本体３２４は、第１の細長い本体３２２の遠位端部３３２の内部に配設さ
れる遠位端部３３４に可撓性膜を含む。また、第２の細長い本体３２４は、図１７に示さ
れるように内腔３４６を画定する。内腔３４６は、前述されたのと同様に、第２の細長い
本体３２４の遠位端部３３４とリザーバ（図示せず）との間で流体を連通するために使用
することができる。
【００５６】
　この実施形態では、遠位端部３３２は、拡張された構成にバイアスされ、４つのアーム
３４０を含み、アーム３４０はそれぞれ、ヒンジまたは屈曲点３７２を含む。屈曲点３７
２は、第１の細長い本体３２４が縮退された構成から拡張された構成に移動されるときに
屈曲する。医療デバイス３２０は、医療デバイス１２０に関して上述されたのと同様の様
式で、拡張された構成と縮退された構成との間で移動させることができる。
【００５７】
　別の代替実施形態では、医療デバイスは、第１の細長い本体の拡張を作動させるために
プルロッドを含むことができる。そのような実施形態では、シースは必要なくなる。プル
ロッドは、第２の細長い本体の作動と同時に第１の細長い本体を作動させることができる
ように、アクチュエータに動作可能に結合させることができる。例えば、ウィスクタイプ
構成を有する第１の細長い本体の内部に配設される可撓性部材（例えば、バルーン）を有
する第２の細長い本体を用いる実施形態では、可撓性部材は、プルロッドを受け取るため
に通路を有するように構成することができる。プルロッドは、第１の細長い本体の可撓性
部材の内部での流体の増加と同時に、第１の細長い本体を拡張された構成に移動させるた
めに近位方向に引っ張ることができる。バルーンの代わりにウィスクタイプ構成を有する
第２の細長い本体を用いる実施形態では、プルロッドは、第１の細長い本体と第２の細長
い本体とを同時に作動させるように構成することができる。
【００５８】
　更に別の実施形態では、医療デバイスは、ウィスクタイプの第１の細長い本体の内部に
配設される可撓性膜を有する第２の細長い本体を含むことができる。この実施形態では、
第１の細長い本体のアームは、可撓性膜に固定される。そのような実施形態では、第１の
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細長い本体を作動させるのに、シースは必要なくなる。例えば、上述されたのと同様に、
可撓性膜が流体によって膨張されて、その拡張された構成に移動されるとき、第１の細長
い本体も、その拡張された構成に移動される。デバイスを縮退された構成に移動させるた
めには、前述されたのと同様に、流体を可撓性膜から引き出すことができる。流体が可撓
性膜から排出されるとき、第１の細長い本体も、その縮退された構成に導かれる。
【００５９】
　図１８及び図１９は、縮退された構成と拡張された構成との間で医療デバイスを作動さ
せるためにプッシュロッドを使用する医療デバイスの実施形態を例示する。この実施形態
では、医療デバイス４２０は、図１９に示されるような縮退された構成と、図１８に示さ
れるような拡張された構成との間で移動可能な細長い本体４２２を含む。細長い本体４２
２は、内腔（図示せず）を画定し、間に開口部４４８を画定する複数のアーム４４０を含
む遠位端部４３２を有する。アーム４４０の縁部が、切断部分４５４を画定する。また、
医療デバイス４２０は、ロッド４２５を含み、このロッド４２５は、細長い本体４２２の
内腔の内部に少なくとも部分的に配設される。ロッド４２５の遠位端は、細長い本体４２
２の遠位端４２７に結合される。
【００６０】
　前述の実施形態と同様に、細長い本体４２２は、ニチノールなどの形状記憶材料で形成
することができ、細長い本体４２２の遠位端部４３２が図１８に示されるように拡張され
た構成にバイアスされるように構成することができる。細長い本体４２２は、前述の実施
形態で説明されたのと同じ様式で、例えば、アーム４４０を形成するために遠位端部４３
２に切断されたスリットまたは窓を有する管状部材から形成することができる。細長い本
体４２２が拡張された構成にあるとき、アーム４４０は、細長い本体４２２が縮退された
構成にあるときよりも大きい内部領域または体積４４９を画定する。
【００６１】
　ロッド４２５は、近位端４３１でアクチュエータ４２６に結合される。アクチュエータ
４２６は、ハンドル４５０とハウジング４５２とを含む。図１８は、医療デバイス４２０
の内域の一部分を見ることができるようにハウジング４５２の一部分が除去された状態で
、医療デバイス４２０を示す。この実施形態では、ハンドル４５０は、ロッド４２５に動
作可能に結合され、ロッド４２５が、細長い本体４２２をその拡張された構成と縮退され
た構成との間で移動させるために使用される。ハンドル４５０は、枢動アーム４６２を介
して摺動部材４６８に結合される。また、摺動部材４６８が、コンパートメント４６０の
内部に配設された圧縮ばねなどのばね（図示せず）に結合される。摺動部材４６８は、ば
ねがバイアスされた位置と圧縮された位置との間で移動するときに、矢印Ａ－Ａの方向で
前後に移動または並進することができる。前述の実施形態と同様に、ばねは、そのバイア
スされた位置にあるとき、ハンドル４５０を、図１８に示されるような開いた位置にバイ
アスする。ハンドル４５０が開いた位置にあるとき、ロッド４２５は、図１８に示される
ような位置に向けて近位方向に移動される。これは、細長い本体４２２の遠位端部４３２
（例えばアーム４４０）を少なくとも部分的に縮退させる。
【００６２】
　細長い本体４２２を拡張された構成から縮退された構成に移動させるために、使用者は
、図１９に示されるようにハンドル４５０がハウジング４５２に向けて移動されるように
ハンドル４５０を把持する。この作用が、ばねを圧縮し、ロッド４２５を遠位方向に移動
させ、これが更に、細長い本体４２２の遠位端部４３２（例えばアーム４４０）を伸張ま
たは縮退させる。
【００６３】
　縮退された構成で、医療デバイス４２０は、椎体など患者の組織内に挿入することがで
きる。例えば、使用者は、上述されたようにハンドル４５０を把持して、医療デバイス４
２０を、アクセスカニューレを通して組織内部の所望の位置に挿入することができる。組
織内部に配設された状態で、使用者は、ハンドル４５０を解放することができ、医療デバ
イス４２０を拡張された構成に移動させる。ハンドル４５０が解放されると、ばねは、ハ
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ンドル４５０を、図１８に示されるような開いた位置にバイアスし、ロッド４２５を近位
方向に移動させ、それにより、細長い本体４２２の遠位端部４３２が、拡張された構成に
移動される。拡張された構成で、医療デバイス４２０は、組織内部で回転または他の方法
で移動させることができ、それにより、アーム４４０の切断部分４５４が、組織内部で海
綿骨などの組織を掻削、断裂、または他の方法で破壊する。
【００６４】
　医療デバイス４２０を縮退された構成に移動させて戻すために、使用者は、図１９に示
されるようにハンドル４５０がハウジング４５２に近づく向きに移動されるように、再び
ハンドル４５０を把持する。これは、ここでも上述されたのと同様に、医療デバイス４２
０を縮退された構成に移動させる。次いで、使用者は、例えばアクセスカニューレを通し
て、医療デバイス４２０を組織から取り外すことができる。
【００６５】
　図２０及び図２１は、医療デバイスを縮退された構成と拡張された構成との間で作動さ
せるために使用することができるプルロッドを有する医療デバイスの実施形態を例示する
。この実施形態では、医療デバイスのハンドルは、医療デバイスを拡張された構成に移動
させるために把持され、医療デバイスを縮退された構成に移動させるために解放される。
医療デバイス５２０は、図２０に示されるような縮退された構成と、図２１に示されるよ
うな拡張された構成との間で移動可能な細長い本体５２２を含む。細長い本体５２２は、
内腔（図示せず）を画定し、間に開口部５４８を画定する複数のアーム５４０を含む遠位
端部５３２を有する。アーム５４０の縁部が、切断部分５５４を画定する。また、医療デ
バイス５２０は、ロッド５２５を含み、このロッド５２５は、細長い本体５２２の内腔の
内部に少なくとも部分的に配設される。ロッド５２５の遠位端（図示せず）は、細長い本
体５２２の遠位端５２７に結合され、ロッド５２５の近位端５３１は、アクチュエータ５
２６に結合される。
【００６６】
　前述の実施形態と同様に、細長い本体５２２は、ニチノールなどの形状記憶材料で形成
することができる。この実施形態では、細長い本体５３２は、細長い本体５２２の遠位端
部５３２が図２０に示されるように縮退された構成にバイアスされるように構成すること
ができる。細長い本体５２２は、前述の実施形態で説明されたのと同じ様式で、例えば、
アーム５４０を形成するために遠位端部５３２に切断されたスリットまたは窓を有する管
状部材から形成することができる。細長い本体５２０が拡張された構成にあるとき、アー
ム５４０は、細長い本体５２２が縮退された構成にあるときよりも大きい内部領域または
体積５４９を画定する。
【００６７】
　アクチュエータ５２６は、ハンドル５５０とハウジング５５２とを含む。図２０は、医
療デバイス５２０の内域の一部分を見ることができるようにハウジング５５２の一部分が
除去された状態で、医療デバイス５２０を示す。この実施形態では、ハンドル５５０は、
ロッド５２５に動作可能に結合され、ロッド５２５が、細長い本体５２２をその拡張され
た構成と縮退された構成との間で移動させるために使用される。ハンドル５５０は、枢動
アーム５６２を介して摺動部材５６８に結合される。また、摺動部材５６８は、コンパー
トメント５６０の内部に配設された圧縮ばねなどのばね（図示せず）に結合される。摺動
部材５６８は、ばねがバイアスされた位置と圧縮された位置との間で移動するときに、前
述の実施形態と同様に前後に移動または並進することができる。バイアスされた位置にあ
るばねは、ハンドル５５０を、図２０に示されるような開いた位置にバイアスし、ロッド
５２５は、図２０に示されるような位置に向けて遠位方向に移動される。この位置で、細
長い本体５２２は、その縮退された構成にある。
【００６８】
　細長い本体５２２を縮退された構成から拡張された構成に移動させるために、使用者は
、図２１に示されるようにハンドル５５０がハウジング５５２に向けて移動されるように
ハンドル５５０を把持する。この作用が、ばねを圧縮し、ロッド５２５を近位方向に移動
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させ、これが更に、細長い本体５２２の遠位端部５３２（例えばアーム５４０）をその拡
張された構成に移動させる。
【００６９】
　前述の実施形態と同様に、縮退された構成にあるとき、医療デバイス５２０は、椎体な
ど患者の組織内に挿入することができる。例えば、医療デバイス５２０は、アクセスカニ
ューレを通して、組織内部の所望の位置に挿入することができる。組織内部に配設された
状態で、使用者は、ハンドル５５０を把持することができ、医療デバイス５２０を拡張さ
れた構成に移動させる。拡張された構成で、医療デバイス５２０は、組織内部で回転また
は他の方法で移動させることができ、それにより、アーム５４０の切断部分５５４が、組
織内部で海綿骨などの組織を掻削、断裂、または他の方法で破壊する。この実施形態では
、医療デバイス５２０を縮退された構成に移動させて戻すために、使用者がハンドル５５
０を解放する。
【００７０】
　図２２は、医療デバイス２２０（図１４及び図１５）と同様の医療デバイスの実施形態
を例示し、ただし、この実施形態では、医療デバイスは、シースの作動によって、縮退さ
れた構成と拡張された構成との間で移動可能なただ１つの細長い本体のみを含む。医療デ
バイス６２０は、シース６３０の内腔（図示せず）の内部に配設された細長い本体６２２
を含む。細長い本体６２２は、縮退された構成（図示せず）と、図２２に示されるような
拡張された構成との間で移動可能である。
【００７１】
　この実施形態では、細長い本体６２２は、間に開口部６４８を画定する複数のアーム６
４０を含む遠位端部６３２を有する。アーム６４０は、アーム６４０の縁部に配設された
切断部分６５４を画定する。前述の実施形態と同様に、細長い本体６２２は、細長い本体
６２２が縮退された構成にあるときよりも、拡張された構成にあるときに大きい内部領域
または体積６４９を画定する。細長い本体６２２は、前述の実施形態で説明されたのと同
じ様式で、例えば、アーム６４０を形成するために遠位端部６３２に切断されたスリット
を有する管状部材から形成することができる。また、細長い本体６２２は、遠位端部６３
２が拡張された構成を取るようにバイアスされうるように、ニチノールなどの形状記憶材
料で形成される。
【００７２】
　また、医療デバイス６２０は、使用者が作動することができるハンドル６５０と、ハウ
ジング６５２とを含むアクチュエータ６２６を含む。この実施形態では、ハンドル６５０
は、シース６３０に動作可能に結合され、かつ枢動アーム６６２を介して摺動部材６６８
に動作可能に結合される。摺動部材６６８は、ばね（図示せず）に結合され、ばねは、ハ
ンドル６５０を、図２２に示されるような開いた位置にバイアスさせる。ハンドル６５０
がその開いた位置に移動されると、医療デバイス６２０のシース６３０は近位方向に移動
され、それにより、シース６３０の遠位端６６４が、遠位端部６３２の少なくとも一部分
を露出して、拡張された構成に移動させる。
【００７３】
　医療デバイス６２０を拡張された構成から縮退された構成に移動させるために、使用者
は、ハンドル６５０がハウジング６５２に向けて移動されるようにハンドル６５０を把持
する。この作用は、シース６３０の遠位端６６４が第１の細長い本体６２２の遠位端部６
３２の実質的に上に位置決めされる位置（図示せず）に向けて、シース６３０を遠位方向
に移動させる。従って、細長い本体６２２の遠位端部６３２は、シース６３０の内腔の内
部で、その縮退された構成に拘束される。
【００７４】
　前述の実施形態と同様に、縮退された構成にあるとき、医療デバイス６２０は、（例え
ばアクセスカニューレを通して）患者の組織内に挿入することができる。組織内部に配設
された状態で、使用者は、ハンドル６５０を解放することができ、医療デバイス６２０を
拡張された構成に移動させる。この作用は、シース６３０の遠位端６６４を近位方向に移
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動させ、それにより、図２２に示されるように、細長い本体６２２の遠位端部６３２が、
シース６３０の内腔の外側に配設され、その拡張された構成に自動的にバイアスされる。
拡張された構成で、医療デバイス６２０は、組織内部で回転または他の方法で移動させる
ことができ、それにより、細長い本体６２２の切断部分６５４が、組織内部で海綿骨など
の組織を掻削、断裂、または他の方法で破壊する。次いで、医療デバイス６２０を縮退さ
れた構成に移動させて戻して、医療デバイス６２０を組織から取り外すことができる。
【００７５】
　図２３及び図２４はそれぞれ、上述されたのと同様に組織を破壊するために使用するこ
とができ、また、椎骨の破砕を減少するために使用することができる医療デバイスの実施
形態の遠位端部を例示する。医療デバイス７２０は、縮退された構成と拡張された構成と
の間での医療デバイス７２０の作動のためにプッシュロッドとシースとの両方を含む。拡
張された構成で組織内部で展開されるとき、医療デバイス７２０は、組織の少なくとも一
部分が偏位されるように、骨を含めた周囲組織に力を印加することが可能である。
【００７６】
　具体的には、図２３に示されるように、医療デバイス７２０は、細長い本体７２２と、
シース７３０と、ロッド７２５とを含む。医療デバイス６２０と同様に、細長い本体７２
２は、シース７３０の内腔（図示せず）の内部に移動可能に配設される。医療デバイス４
２０及び５２０と同様に、ロッド７２５は、細長い本体７２２の内腔（図示せず）の内部
に配設される。
【００７７】
　細長い本体７２２は、前述の実施形態に関して説明されたのと同じ様式で、ニチノール
などの形状記憶材料で形成することができる。細長い本体７２２は、細長い本体７２２の
壁にスロットまたは窓を切断することによって形成することができるアーム７４０を含む
遠位端部７３２を含む。アーム７４０は、開口部７４８と内部領域７４９とを画定する。
また、アーム７４０は、例えばアーム７４０の縁部に配設された切断部分７５４を含む。
【００７８】
　ロッド７２５の遠位端（図示せず）は、細長い本体７２２の遠位端７２７に結合され、
ロッド７２５の近位端（図示せず）は、アクチュエータ（図示せず）に結合される。アク
チュエータは、例えば、前述の実施形態に関して上述されたようなアクチュエータであっ
てよい。また、シース７３０が、近位端（図示せず）でアクチュエータに結合される。ア
クチュエータは、医療デバイス７２０を縮退された構成と拡張された構成との間で移動さ
せるために、前述の実施形態に関して説明されたのと同じ様式で、ロッド７２５とシース
７３０との両方を移動させるために使用することができる。
【００７９】
　この実施形態では、細長い本体７２２の遠位端部７３２は、拡張された構成に事前設定
（またはバイアス）される。使用時、医療デバイス７２０を組織内に挿入するために、ア
クチュエータのハンドル（図示せず）を把持することができ、それにより、シース７３０
とロッド７２５との両方が遠位方向に（例えば実質的に同時に）移動または並進される。
図２４に示されるように、シース７３０の遠位端７６４は、細長い本体７２２の遠位端部
７３２の少なくとも一部を覆う位置に移動し、遠位端部７３２を少なくとも部分的に縮退
させる。同様に、ロッド７２５が遠位方向に移動されるとき、ロッド７２５は、細長い本
体７２２の遠位端部７３２を縮退された構成に伸ばす。組織部位で所望の位置にくると、
アクチュエータのハンドルを解放することができ、これは、ロッド７２５とシース７３０
とを近位方向に移動させる。このとき、細長い本体７２２の遠位端部７３２は、シース７
３０によって拘束されず、図２３に示されるように、そのバイアスされた拡張された構成
を取ることを可能にされる。同時に、ロッド７２５は、細長い本体７２２の遠位端部７３
２を、拡張された構成に押し進める。従って、ロッド７２５は、細長い本体７２２の遠位
端部７３２が拡張された構成に移動する速度及び力を増加する。
【００８０】
　縮退された構成から拡張された構成への細長い本体７２２の移動を作動させるためにプ
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ッシュロッド７２５とシース７３０との両方を使用することは、医療デバイス７２０が、
作動中に、より大きな力を周囲組織に印加することができるようにする。これは、例えば
、椎骨端板など硬い骨で使用されるときに有益となりうる。
【００８１】
　図２５乃至図２７はそれぞれ、拡張された構成と縮退された構成との間での医療デバイ
スの作動のためにロッドとシースとの両方を有する医療デバイスのさらなる実施形態の遠
位端部を例示する。図２５乃至図２７を参照して説明される医療デバイスはそれぞれ、ロ
ッドとシースとの両方を作動させるために、かつ細長い本体を拡張された構成と縮退され
た構成との間で移動させるために、上述されたようなアクチュエータを含むことができる
。図２５乃至図２７の医療デバイスはそれぞれ、組織を破壊するために使用することがで
き、また上述したような破砕減少デバイスとしても使用することができる。
【００８２】
　図２５に示されるように、医療デバイス８２０は、細長い本体８２２と、シース８３０
と、ロッド８２５とを含む。細長い本体８２２は、シース８３０の内腔（図示せず）の内
部に配設される。ロッド７２５は、細長い本体８２２の内腔（図示せず）の内部に配設さ
れる。細長い本体８２２は、前述の実施形態に関して上述されたのと同じ様式で、ニチノ
ールなどの形状記憶材料で形成することができ、図２５に示されるような拡張された構成
を取るように事前設定される。細長い本体８２２は、細長い本体８２２の壁にスロットま
たは窓を切断することによって形成することができるアーム８４０を含む遠位端部８３２
を含む。アーム８４０は、開口部８４８と内部領域８４９とを画定する。また、アーム８
４０は、例えばアーム８４０の縁部に配設された切断部分８５４を含む。
【００８３】
　ロッド８２５の遠位端（図示せず）は、細長い本体８２２の遠位端８２７に結合され、
ロッド８２５の近位端（図示せず）は、アクチュエータ（図示せず）に結合される。この
実施形態では、遠位端８２７は、組織に貫入するために使用することができるように先細
りにされる。そのような実施形態では、組織に貫入するための別個のツールは不要である
。アクチュエータは、例えば、前述の実施形態に関して上述されたようなアクチュエータ
であってよい。また、シース８３０は、近位端（図示せず）でアクチュエータに結合され
る。アクチュエータは、前述の実施形態に関して説明されたのと同じ様式で、ロッド８２
５とシース８３０との両方を移動させるために使用することができ、医療デバイス８２０
を縮退された構成と拡張された構成との間で移動させる。
【００８４】
　代替実施形態では、ロッドは、ロッドの遠位端と近位端との両方で内腔に連通する開口
部を有する内部内腔を含むことができる。そのような実施形態では、細長い本体の遠位端
が、ロッドの開口部に連通する開口部を画定することができる。ロッドの内腔を通して、
かつロッドと細長い本体との遠位開口部を通して、流体を組織内に導入することができる
。また、ロッドの内腔と、ロッドと細長い本体との両方での遠位開口部とは、組織から材
料を吸引するために使用することもできる。いくつかの実施形態では、細長い本体の遠位
端は、複数の開口部を有することができる。例えば、注射器をロッドの近位端に結合する
ことができ、食塩水を導入するため、及び／又は例えば細長い本体の遠位端部（例えば、
拡張された部分）の内部領域の内部から組織片を除去するために吸引を提供するために使
用することができる。
【００８５】
　図２６は、シース９３０と、細長い本体９２２と、ロッド９２５とを含む医療デバイス
９２０を例示する。医療デバイス９２０は、前述の実施形態に関して上述されたのと同じ
様式で構成され、ただし、この実施形態では、ロッド９２５は、上述されたロッド（例え
ば８２５、７２５）の実施形態よりも小さい直径を有する。例えば、ロッド９２５のより
小さな直径は、他のデバイスの挿入のため、または医療デバイス９２０への機能の追加の
ために、細長い本体９２２の内腔の内部に追加の空間を提供する。例えば、吸引デバイス
及び／又は潅注デバイスを、細長い本体９２２の近位端に結合させることができ、これら
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のデバイスは、細長い本体の内腔を通した組織内への流体の導入、及び／又は組織（例え
ば、骨片、核物質）の除去、及び／又は組織からの流体（例えば、潅注流体）の除去を提
供する。いくつかの実施形態では、吸引及び／又は潅注を提供する個別デバイスを、細長
い本体９２２の内腔を通して挿入することができる。
【００８６】
　図２７は、シース１０３０と、細長い本体１０２２と、ロッド１０２５とを含む医療デ
バイス１０２０を例示する。医療デバイス１０２０は、前述の実施形態に関して上述され
たのと同じ様式で構成され、ただし、この実施形態では、ロッド１０２５は、内腔（図示
せず）と、内腔に連通する少なくとも１つの窓１０３１とを画定する。ロッド１０２５の
内腔は、他のデバイスの挿入、または医療デバイス１０２０への機能の追加を提供するこ
とができる。例えば、潅注デバイスを、ロッド１０２５の近位端に結合させることができ
、潅注デバイスは、細長い本体の内腔を通した組織内への流体の導入を提供することがで
きる。
【００８７】
　いくつかの実施形態では、吸引デバイスを、ロッドの近位端に結合させることができ、
吸引デバイスは、組織（例えば、骨片、核物質）を除去するため、及び／又は組織から流
体（例えば、潅注流体）を除去するために吸引力を提供することができる。例えば、医療
デバイス１０２０が、組織を切断または破壊するために使用されるとき、組織の切断また
は破壊された部分を、（１つまたは複数の）窓１０３１を通して、ロッド１０２５の内腔
の中に引き込むことができる。いくつかの実施形態では、ねじ切りされた遠位部分を有す
るロッドなど他のツールを、ロッド１０２５の内腔を通して導入して、捕集された組織片
（例えば、骨片）を除去するために使用することができる。例えば、ロッドは、組織片が
（１つまたは複数の）窓１０３１を通ってロッドのねじ切り部分によって捕捉されるよう
に回転させることができる。
【００８８】
　図２８乃至図３３は、医療デバイスの拡張可能部分の内部領域の内部から骨または他の
組織を排出するために使用することができる細長い部材を有する医療デバイスの２つの実
施形態を例示する。図２８乃至図３３に示されるように、医療デバイス１１２０は、アク
チュエータ１１２６に結合されたシース１１３０と、細長い本体１１２２とを含む。前述
の実施形態と同様に、細長い本体１１２２は、シース１１３０の内腔（図示せず）の内部
に少なくとも部分的に配設される。細長い本体１１２２は、開口部１１４８と内部領域１
１４９とを画定する複数のアーム１１４０を有する遠位端部１１３２を含む。アーム１１
４０は、前述の実施形態に関して説明されたのと同じ様式で形成することができる。内部
領域１１４９は、細長い本体１１２２の近位端に延在する細長い本体１１２２によって画
定された内腔（図示せず）に連通する。
【００８９】
　前述の実施形態と同様に、アクチュエータ１１２６は、ハウジング１１５２と、ハンド
ル１１５０と、枢動アーム１１６２とを含む。アクチュエータ１１２６は、前述されたの
と同じ様式で使用することができ、シース１１３０を近位方向及び遠位方向に作動または
並進させ、これが更に、細長い本体１１２２の遠位端部１１３２を縮退された構成と拡張
された構成との間で移動させる。
【００９０】
　また、この実施形態では、医療デバイス１１２０は、図２９に最も良く示されるような
細長い部材１１７４も含む。細長い部材１１７４は、図２８及び図３０に示されるように
、細長い本体１１２２の内腔の内部に移動可能に配設可能である。図２８に示されるよう
に、細長い部材１１７４は、ハウジング１１５２の開口部１１７６を通して挿入すること
ができ、細長い本体１１２２の内腔を通って延在することができる。細長い部材１１７４
の遠位端部１１７８は、内部領域１１４９の内部の位置で、細長い本体の内腔から出るこ
とができる。細長い部材１１７４は、内部領域１１４９の内部から、アーム１１４０によ
って画定された開口部１１４８を通して外に組織片を押す、または移動させるために使用
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することができる。例えば、前述の実施形態に関して上述されたのと同様に、医療デバイ
ス１１２０が、組織を掻削または破壊するために使用されるとき、組織片は、場合によっ
ては内部領域１１４９の内部に停留されることがある。細長い部材１１７４は、いくつか
の場合には、内部領域１１４９の外に組織片の少なくとも一部分を移動させるために、遠
位方向に移動させることができる。細長い部材１１７４は、近位方向及び遠位方向に移動
させることができ、または、望みであれば反復して取外し及び挿入を行うことができ、内
部領域１１４９の内部の組織片を突き出す。いくつかの実施形態では、細長い部材１１７
４は、前後に振動するように、アクチュエータによって作動させることができる。いくつ
かの実施形態では、細長い部材１１７４は、細長い本体１１２２の遠位端部１１３２が拡
張された構成から縮退された構成に移動されるときに遠位方向に移動されるように作動さ
せることができる。
【００９１】
　細長い部材１１７４は、細長い本体１１２２の内腔の内部で細長い部材１１７４を近位
方向及び／又は遠位方向に移動させるのを補助するために使用者が把持することができる
ハンドル１１７３を含むことができる。細長い部材１１７４は、細長い部材１１７４の遠
位端１１７１が細長い本体１１２２の遠位端に延在することができ、一方、ハンドル１１
７３がハウジング１１５２の近位方向に配設されるような長さを有することができる。細
長い部材１１７４の遠位端１１７１は、実質的に平滑または平坦に示されているが、代替
実施形態では、遠位端１１７１は、丸みを付ける、または湾曲することができる。また、
遠位端１１７１は、内部領域１１４９から組織片を押し出すときに、骨などの組織に切り
入るためにトロカール、斜角、または他の鋭利な先端を含むことができる。
【００９２】
　代替実施形態では、細長い部材は、縮退された構成と拡張された構成とを有することが
できる。例えば、細長い部材の遠位端部は、細長い本体（例えば１１２２）の遠位端部（
例えば１１３２）と同様の拡張可能なアームを有することができる。そのような実施形態
では、細長い部材は、細長い部材の遠位端部が細長い本体の内部領域の内部に配設される
ときに、その縮退された構成からその拡張された構成に移動させることができ、細長い部
材の拡張された遠位端部が、細長い本体の内部領域から外に組織片を排除することができ
る。そのような実施形態では、細長い部材は、例えばアクチュエータを用いて、その縮退
された構成と拡張された構成との間で移動させることができる。アクチュエータは、細長
い部材を手動で作動させるために引き金を含むことができる。別法として、アクチュエー
タは、自動的に作動させることができるように電動式にすることができる。
【００９３】
　図３１乃至図３３は、医療デバイス１１２０と同様の医療デバイス１２２０を例示する
。医療デバイス１２２０は、アクチュエータ１２２６に結合されたシース１２３０と、細
長い本体１２２２とを含む。前述の実施形態と同様に、細長い本体１２２２は、シース１
２３０の内腔（図示せず）の内部に少なくとも部分的に配設され、複数のアーム１２４０
を有する遠位端部１２３２を含む。アーム１２４０は、開口部１２４８と内部領域１２４
９とを画定する。アーム１２４０は、前述の実施形態に関して説明されたのと同じ様式で
形成することができる。内部領域１２４９は、細長い本体１２２２によって画定され、細
長い本体１２２２の近位端に延在する内腔（図示せず）に連通する。
【００９４】
　アクチュエータ１２２６は、ハウジング１２５２と、ハンドル１２５０と、枢動アーム
１２６２とを含む。アクチュエータ１２２６は、前述されたのと同じ様式で使用すること
ができ、シース１２３０を近位方向及び遠位方向に作動または並進させ、これが更に、細
長い本体１２２２の遠位端部１２３２を縮退された構成と拡張された構成との間で移動さ
せる。
【００９５】
　また、医療デバイス１２２０は、図３２に最も良く示されるような細長い部材１２７４
も含む。細長い部材１２７４は、細長い本体１２２２の内腔の内部に移動可能に配設可能
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である。細長い部材１２７４は、開口部（図示せず）を通してハウジング１２５２の中に
挿入され、細長い本体１２２２の内腔を通って延在する。この実施形態では、細長い部材
１２７４は、内部内腔（図示せず）と、遠位端部１２７８にある複数の開口部１２７５と
を画定する。細長い部材１２７４の遠位端部１２７８は、図３３に示されるように、内部
領域１２４９の内部で、細長い本体１２２２の内腔から出ることができる。細長い部材１
２７４は、細長い部材１１７４に関して上述されたのと同じ様式で使用することができ、
内部領域１２４９の内部から、アーム１２４０によって画定される開口部１２４８を通し
て外に組織片を押す、排除する、追い出す、または移動させる。更に、食塩水などの流体
を、開口部１２７５を通して細長い部材１２７４の内腔の中に、かつ内部領域１２４９の
中に導入することができる。
【００９６】
　細長い部材１２７４の近位端１２７７は、取付具１２６９を含むハンドル１２７３を含
む。取付具１２６９は、例えば、ハンドル１２７３に成形されたルアフィッティングであ
ってよい。取付具１２６９は、細長い部材１２７４に注射器を結合するために使用するこ
とができ、これは、細長い部材１２７４に流体（例えば食塩水）を導入するために使用す
ることができる。使用時、医療デバイス１２２０が、組織を掻削または破壊するために使
用された後、内部領域１２４９から組織片を排出するために、細長い部材１２７４を、上
述されたのと同様に使用することができる。また、細長い部材１２７４を通して流体を注
入することができ、内部領域１２４９の内部から開口部１２４８を通して外に組織片を排
出するのを補助するために使用することができる。また、任意選択で、吸引を提供するよ
うに構成されたデバイスを取付具１２６９に結合させることができ、内部領域１２４９か
ら組織片を吸引するために使用することができる。そのような実施形態では、破壊される
組織のタイプによっては、組織片が通過できるようにするために、開口部１２７５は、図
３１及び図３２に示されるよりも大きいサイズであることが望ましいことがある。
【００９７】
　図３４及び図３５は、上述されたものとは異なるタイプのアクチュエータを有する医療
デバイスの実施形態を例示する。医療デバイス１３２０は、細長い本体１３２２と、シー
ス１３３０と、アクチュエータ１３２６とを含む。図３５に示されるように、細長い本体
１３２２は、縮退された構成と拡張された構成との間で移動することができる複数のアー
ム１３４０を有する遠位端部１３３２を含む。アーム１３４０は、開口部１３４８と内部
領域１４４９とを画定する。シース１３３０は、内腔（図示せず）を画定し、その内腔を
通して細長い本体１３２２が配設される。
【００９８】
　アクチュエータ１３２６は、一対のバイアス機構１３６３によって第２の部材１３６７
に動作可能に結合された第１の部材１３６５を含む。バイアス機構１３６３は、例えば、
アクチュエータ１３２６を第１の構成にバイアスするように構成されたばね（図示せず）
を含むことができる。第１の構成では、第１の部材１３６５と第２の部材１３６７とは、
図３４に示されるように、互いに対して第１の位置にバイアスされる。シース１３３０は
、第１の部材１３６５及び／又は第２の部材１３６７に結合され、それにより、アクチュ
エータ１３２６が第１の構成にバイアスされるとき、シース１３３０は、遠位方向に移動
され、シース１３６４の遠位端部１３６４が、細長い本体１３２２の遠位端部１３３２の
少なくとも一部分の上に配設される。この作用は、例えばアクセスカニューレを通して医
療デバイスを挿入するのに十分に、遠位端部１３３２のアーム１３４０を縮退させる。
【００９９】
　使用時、使用者は、図３４に示されるようにアクチュエータ１３２６が第１の構成にあ
る状態で、医療デバイス１３２０を組織部位に挿入することができる。次いで、使用者は
、第１の部材１３６５と第２の部材１３６７とを圧搾し合わせることができ、これは、図
３５に示されるように、アクチュエータを第２の構成に移動させる。この作用は、シース
１３３０を近位方向に引き、それにより、細長い本体１３２２の遠位端部１３３２がもは
やシース１３３０の内部に拘束されず、その拡張された構成を取ることができる。細長い
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本体１３２２の遠位端部１３３２が拡張された構成にある状態で、医療デバイス１３２０
は、上述されたのと同様に、組織を破壊または掻削するために使用することができる。医
療デバイス１３２０を組織から取り外すために、使用者は、第１の部材１３６５と第２の
部材１３６７とを圧搾し合わせるのを止め、これは、図３４に示されるようにアクチュエ
ータ１３２６を第１の位置に移動させる。
【０１００】
　代替実施形態では、細長い本体は、シースではなく、アクチュエータに移動可能に結合
させることができる。そのような実施形態では、アクチュエータが第１の構成（例えば、
図３４）にあるとき、細長い本体が近位方向に移動され、それにより、細長い本体の遠位
端部は、シースの内腔の内部で少なくとも部分的に縮退される。アクチュエータが第２の
構成（例えば、図３５）に移動されるとき、細長い本体が遠位方向に移動され、それによ
り、遠位端部は、シースの内腔の外側に配設される。また、図示されないが、医療デバイ
スのこの実施形態は、上述された細長い部材１１７４または１２７４などの細長い部材を
含むこともできる。
【０１０１】
　図３６は、本発明の一実施形態による方法を例示する流れ図である。一例では、方法が
、工程８０で、第１の細長い本体の遠位端部を、縮退された構成にある状態で、椎骨の内
域の中に少なくとも部分的に配設する工程を含む。第１の細長い本体は、遠位端部に配設
された切断部分を有する。工程８２で、第１の細長い本体は、拡張された構成に拡張され
る。第１の細長い本体を拡張させるのと同時に、工程８４で、第１の細長い本体の内腔の
内部に配設された第２の細長い本体が、縮退された構成から拡張された構成に移動される
。工程８６で、第１の細長い本体は、拡張された構成にある状態で、切断部分が椎骨の内
域部分の内部で海綿骨を破壊するように回転される。第２の細長い本体は、第１の細長い
本体の回転中に、破壊された海綿骨の少なくとも一部分が第１の細長い本体の内部に停留
されるのを妨げるように構成される。いくつかの実施形態では、拡張は、ある流体体積を
リザーバから第２の細長い本体の内域部分に移動させることを含む。いくつかの実施形態
では、第１の細長い本体は、複数のアーム部材を含み、第２の細長い本体は、回転中に、
破壊された海綿骨の少なくとも一部分が複数のアーム部材によって画定される内域部分の
中に入るのを妨げるように構成される。
【０１０２】
　図３７は、本発明の別の実施形態による方法を例示する流れ図である。この例では、方
法は、工程８１で、医療デバイスを、縮退された構成で、生体内に少なくとも部分的に挿
入する工程を含む。生体は、例えば、椎骨または椎間板であってよい。いくつかの実施形
態では、挿入中に、細長い本体の遠位端によって生体内部の組織の少なくとも一部分に貫
入することができる。医療デバイスは、シースと、シースの内腔の内部に少なくとも部分
的に配設された細長い本体とを有することができる。細長い本体の遠位端は、複数の切断
部分を含むことができる。工程８３で、細長い本体の遠位端部がシースの内腔の外側、か
つ生体内部に配設されるように、シースが近位方向に移動される。シースの内腔の外側に
くると、細長い本体の遠位端部は、バイアスされた拡張された構成を取ることができる。
工程８５で、いくつかの実施形態では、細長い本体の遠位端部が拡張された構成に移動さ
れるように、任意選択で細長い本体の内腔の内部に配設することができるロッドを近位方
向に移動させることができる。そのような実施形態では、工程８３で、ロッドを、シース
の移動と同時に、または順次に移動させることができる。
【０１０３】
　工程８７で、細長い本体の遠位端部が拡張された構成にある状態で、細長い本体の遠位
端部の切断部分が生体内部の組織の少なくとも一部分を破壊するように、医療デバイスを
回転させることができる。いくつかの実施形態では、拡張された構成での細長い本体の遠
位端部は、生体内部の組織の少なくとも一部を偏位するために使用することができる。
【０１０４】
　いくつかの実施形態では、工程８９で、医療デバイスを回転させた後、任意選択で、ロ
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ッドの内腔を通して、細長い本体の遠位端部によって画定される内部領域の中に流体を注
入することができる。いくつかの実施形態では、医療デバイスの回転後、工程９０で、任
意選択で、細長い本体の遠位端部によって画定される内部領域から、ロッドの内腔を通し
て、生体の外側の位置に組織片を吸引することができる。工程９１で、任意選択のロッド
を用いる実施形態では、医療デバイスを回転させた後、細長い本体の遠位端部が縮退され
た構成に移動されるように、ロッドを遠位方向に移動させることができる。工程９２で、
細長い本体の遠位端部の少なくとも一部分がシースの内腔の内部に配設されるまで、シー
スを遠位方向に移動させることができる。
【０１０５】
　図３８は、本発明の更に別の実施形態による方法を例示する。この例では、方法は、工
程９３で、拡張可能医療デバイスを、縮退された構成で、椎骨または椎間板など生体内に
挿入する工程を含む。医療デバイスは、例えば、医療デバイスを拡張された構成にバイア
スし、作動時に、医療デバイスを縮退された構成に移動させるアクチュエータを含むこと
ができる。医療デバイスの遠位端部は、医療デバイスの遠位端部によって画定される内部
領域に連通する複数の開口部を画定する。いくつかの実施形態では、医療デバイスは、医
療デバイスを生体内に挿入すると同時に組織に貫入することができる先細りの遠位端を含
むことができる。工程９４で、医療デバイスは、拡張された構成に移動される。例えば、
医療デバイスがバイアスまたは事前設定された拡張された構成を取ることができるように
、アクチュエータを解放することができる。
【０１０６】
　工程９５で、生体内部の組織の少なくとも一部分が破壊されるように、医療デバイスの
遠位端部が生体内部で回転される。例えば、医療デバイスの遠位端部は、回転されるとき
に組織を破壊するように構成された複数のアームを含むことができる。工程９６で、医療
デバイスを回転させた後、細長い部材の遠位端部を、医療デバイスの内腔の内部で、医療
デバイスの遠位端部の内部領域の中に遠位方向に移動させることができる。細長い部材は
、内部領域から組織片を排除することができる。例えば、医療デバイスは、医療デバイス
が拡張された構成にあるときに内部領域を画定する複数のアームを含むことができ、組織
片は、医療デバイスの遠位端部の複数のアームによって画定される開口部を通して排除す
ることができる。いくつかの実施形態では、工程９７で、任意選択で、細長い部材を通し
て、医療デバイスの内部領域の中に流体を導入することができる。例えば、細長い部材は
、内腔を画定することができ、その内腔を通して流体を導入することができる。いくつか
の実施形態では、工程９８で、任意選択で、細長い部材によって画定される内腔を通して
、内部領域から組織片を吸引することができる。
【０１０７】
　任意の実施形態に関する医療デバイスを、そのような医療デバイスのために使用される
任意の適切な材料で構成することができる。任意の実施形態のための細長い本体は、ニチ
ノール、超弾性ニチノール、または他の形状記憶材料で形成することができる。細長い本
体、ロッド、細長い部材、及びシースはそれぞれ、様々な生体適合性金属材料、例えばス
テンレス鋼、チタン、チタン合金、手術用鋼、金属合金、または適切な生体適合性プラス
チック材料、例えば様々なポリマー、ポリマエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、炭素
繊維、超高分子量（ＵＨＭＷ）ポリエチレンなど、または様々な弾性材料、可撓性材料、
様々なゴム材料、またはそれらの様々な材料の組合せで形成することができる。同様に、
切断部材は、適切な生体適合性金属またはプラスチックで構成することができる。可撓性
拡張可能部材は、可撓性または拡張可能特性を有するプラスチック（例えば、様々なポリ
マー）及び／又はゴムなどの様々な可撓性または拡張可能材料で形成することができる。
【０１０８】
　本発明の様々な実施形態が上述されてきたが、それらは単に例として提示されており、
限定的なものではないことを理解すべきである。上述された方法及び工程は、特定の順序
で行われるいくつかの事象を示すが、本開示の恩恵を得る当業者は、いくつかの工程の順
序を修正することができること、及びそのような修正が、本発明の変形形態によるもので



(49) JP 2009-542422 A 2009.12.3

10

20

30

あることを理解されよう。更に、工程のいくつかは、可能であれば並行プロセスで同時に
行われることがあり、上述されたように順次に行われることもある。いくつかの実施形態
が特に図示されて説明されてきたが、形態及び詳細の様々な変更が行われうることを理解
されたい。
【０１０９】
　例えば、様々な実施形態が、特定の特徴及び／又は構成要素の組合せを有するものとし
て説明されてきたが、上述されたような実施形態の任意のものからの任意の特徴及び／又
は構成要素の組合せまたは副次の組合せを有する他の実施形態が可能である。例えば、第
１の細長い本体と第２の細長い本体とはそれぞれ、本明細書で説明されたものとは異なる
手段によって、それらの縮退された構成と拡張された構成との間で移動させることができ
る。例えば、本明細書に記載される実施形態による医療デバイスを、個別のアクチュエー
タまたはデバイスによって作動させることができる。
【０１１０】
　更に、医療デバイスの実施形態の任意のものが、アクチュエータに動作可能に結合され
たラチェット機構を含むことができる。これは、医療デバイスを、様々な増分及び／又は
サイズで作動または拡張／縮退させることができるようにする。本発明による医療デバイ
スは、複数のタイプのアクチュエータを使用することができる。例えば、医療デバイスは
、プッシュロッドまたはプルロッドと、移動可能なシースとを組み合わせて含むことがで
きる。また、様々なタイプの異なるハンドルを使用することもできる。
【０１１１】
　更に、本明細書で説明された医療デバイスの様々な構成要素が、具体的には例示されて
いない様々な異なる形状及び／又はサイズを有することができる。例えば、第１の細長い
本体と第２の細長い本体との遠位端部は、様々な異なる形状及びサイズを有することがで
きる。可撓性膜構成（例えば、バルーン）を有する細長い本体の遠位端部は、例えば、円
形、楕円形、正方形、長方形、三角形、長円形、ピーナッツ形などであってよい。別の例
では、ウィスクタイプ構成を有する細長い本体の遠位端部は、例えば、正方形、長方形、
楕円形、円形、三角形などであってよい。本発明による医療デバイスは、１つまたは複数
の細長い本体、１つまたは複数の拡張可能部分、及び／又は１つまたは複数のアクチュエ
ータを含むことができる。
【０１１２】
　医療デバイスの使用は、椎骨内部での使用の特定の例で説明されたが、本明細書で説明
された医療デバイス及び方法は、例えば椎間板の内部など、患者の他の領域内で使用する
こともできることを理解すべきである。例えば、医療デバイスは、脊椎内部の他の領域内
、及び患者の身体内部の他の骨または軟組織領域内で使用することができる。
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